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6 流域・沿岸域の改変による海域の物質収支の変化 

6.1 水質モデルを用いた物質収支の検討 

6.1.1 検討概要 

（１）検討内容および検討フロー 

三河湾を対象に水質モデルによる物質収支の検討を行い、「河川インパクト（負荷量）と海

域インパクト（埋立による干潟浄化機能の変化、底質の変化等）の変化」と「海域におけるレ

スポンス（水質変化）の関係を検討する。検討内容を以下に示し、検討フローを図 6.1.1.1 に

示す。 

 平均流況時の物質収支の検討 

■海域での窒素・リンの物質収支計算 

水質モデルを用いて平均流況時の物質収支計算を行い（昭和 30 年代、50 年代および

現況）、平均流況時の物質収支（窒素・リン、①河川負荷、②湾への直接流入、③内部

生産、④干潟での浄化、⑤底泥からの溶出）の経年変化を把握する。 

■海域でのケイ酸の収支の考察 

海域での窒素・リン・ケイ酸の比（特に窒素・リンの増加とケイ酸の減少の関係）に

着目し、年代別の水質計算結果（窒素・リン）、実測データ（窒素・リン・ケイ酸）お

よび赤潮発生箇所（湾奥・湾央等の区分）から海域でのケイ酸の収支の考察を行う。 

 出水時の物質収支の検討 

水質モデルを用いて出水時の物質収支計算を行い（昭和 30 年代、50 年代および現況）、

出水時の栄養塩類の移流・拡散状況、物質収支の平均流況時との差異を把握する。また、

出水時の物質収支計算の課題（無機懸濁態の栄養塩類の取り扱い等）を整理する。 
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 1) 既存モデルの改良

　既存の水質モデルに、　干潟の浄化機能
　の取扱と、物質収支の出力を追加

 ３)再現計算

　50年代、現在の平水時の流況、水温・塩
　分、水質と整合するよう諸係数を調整

４)水質に及ぼす寄与、一次生産量の算定

　昭和30年代、50年代、現在の海域水質に
　及ぼす流域負荷、溶出、内部生産への寄
　与と、干潟による浄化効果、一次生産量
　を算定し、各寄与の変化を検討

 ２)条件の設定

　モデルに用いる昭和30年代、50年代、
　現在の条件を設定
　・流域流量・負荷量、
　・海域地形、
　・干潟浄化能、
　・栄養塩の溶出速度、DO消費速度

 

図 6.1.1.1 検討フロー 

（２）解析アウトプット 

水質モデルによる計算ケースを表 6.1.1.1 に、年代による物質収支のアウトプットイメー

ジを図 6.1.1.2 に示す。 

 

表 6.1.1.1 水質モデルによる計算ケース 

流 況 年  代 季 節 計算ケース数 

平均流況時 昭和 30 年代、昭和 50 年代、現況 夏季 ３ケース 

出水時 昭和 30 年代、昭和 50 年代、現況 夏季 ３ケース 

注）昭和 30 年代は有機汚濁が小さい時代、昭和 50 年代は有機汚濁が大きい時代 
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図 6.1.1.2 年代別物質収支のアウトプットイメージ（水質モデルによる解析） 
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6.2 モデル構造 

6.2.1 流動モデル 

（１）基礎方程式 

１）連続方程式 

空間的に密度が変化する水域における連続方程式は、均質流体の質量保存式 

0=+ divU
Dt
D ρρ

 ----------------------------------------- 式 ６-1 

に対して、溶質の拡散を考慮した以下の式が成立する。 

CKdivU
Dt
D 2∇=+ ρρ

 ------------------------------------- 式 ６-2 

また、濃度 C の保存式は以下のようになる。 

CKCdivU
Dt
DC 2∇=+  ------------------------------------- 式 ６-3 

ただし、記号はそれぞれ以下に示すとおりである。 

zyx
div

zyx

z
w

y
v

x
u

tDt
D

∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=

∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=∇

∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=

2

2

2

2

2

2
2  

t ：時間 

x，y，z ：空間座標（直交座標系） 

ρ ：密度 

U ：速度ベクトル 

u，v，w ：速度ベクトルの x，y，z 方向成分 

K ：拡散係数 

C ：溶質濃度 

ここで、密度変化の原因となる温度及び濃度の変化がそれほど大きくなく、かつ水

は非圧縮性を仮定し、圧力による変化を無視すると、式６-2 と式６-3 から式６-4 が

導かれる。 

0=divU  ------------------------------------------------ 式 ６-4 

したがって、密度差が存在する流れの場においても密度が一様な非圧縮性流体と同

様の連続式が適応可能となる。 
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２）運動方程式 

x，y 軸を水平方向、z 軸を鉛直方向に設定し、鉛直方向には速度変化及び加速度が

小さく、静力学平衡が成り立つと仮定すると、x，y 方向の運動方程式（flux form）は

以下のようになる。 
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ここで、 

f0 ：コリオリパラメータ 

ζ ：平均水面から自由水面までの高さ 

g ：重力加速度 

p0 ：大気圧 

Nx，Ny，Nz ：x，y，z 方向の渦動粘性係数 

３）熱収支の式 

熱についての移流拡散方程式を用いる。 
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ここで、 

T  ：水温 

kx，ky，kz ：x，y，z 方向の熱に関する乱流拡散係数 

４）塩分収支の式 

塩分についての移流拡散方程式を用いる。 
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ここで、 

S  ：塩分 

Kx，Ky，Kz ：x，y，z 方向の塩分に関する乱流拡散係数 

５）状態方程式 

塩分と水温から密度を計算するための状態方程式として Knudsen の式を用いる。 
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（２）マルチレベルモデル密度流モデルの基礎式 

基礎方程式式 ６-4～式６-8 をセル内で Z 方向に積分すると、以下のようなマルチ

レベルモデルの基礎式が得られる。 

１）運動方程式 
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２）連続方程式 
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３）熱収支の式 
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４）塩分収支の式 
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ここで変数の添え字 k は、第 k 番目のセルの値を意味する。またセル内の線流量 M，

N を以下のように定義する。 
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y 方向も同様 

hk：第 k 番目のセルの高さ（ 1−−= kk HH ） 
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y

kk
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,1,1 , −− ττ ：第 1 番目セルと第 k 番目セルの間に働く 

       x，y 方向の剪断力 

５）自由水面上に働く剪断力（風による粘性応力） 
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ρa：空気密度 

γa
2：海面摩擦係数 

Wx，Wy：風速ベクトルの x，y 方向成分 
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６）海底面に働く剪断力 
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図 6.2.1.1 マルチレベルモデルの座標系と変数の配置 
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6.2.2 富栄養化モデル 

（１）拡散の方程式 

3 次元の物質拡散の基礎方程式は、 
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である。ここで、 

Sc ：内部変化項 

c ：物質濃度（g/m3） 

h ：水深（m） 

u，v，w ：x，y，z 方向の平均流速成分（m/s） 

Dh，Dv ：水平、鉛直渦動拡散係数（m2/s） 

t ：時間（s） 

境界条件は水底（z=-h）で、 

bv R
z
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∂
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−  -------------------------------------------- 式 ６-17 

ここで、Rb：底面からの溶出量（g/m2/s）である。 

境界層（z=-hi）で、 
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水面（z=ζ）で、 
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式６-16 をセル内で Z 方向に積分すると次式になる。 

 

( ) ( ) ( )

( ) ( )

kcHzzHzz

k
ykxk

HzHz

kkkkkk

hS
z
CK

z
CK

y
CKh

yx
CKh

x

wCwC

CN
y

CM
x

Ch
t

kk

kk

⋅+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

−⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

∂
∂

+

+−

∂
∂

−
∂
∂

−=
∂
∂

−=−=

−=−=

−

−

1

1

1

 ------------ 式 ６-20 



9 6- 

（２）生態系（富栄養化）モデルの考え方 

本モデルで取り扱う水質項目は以下に示す 8 項目である。生態系モデルの概念図

は、図 6.2.2.1 のとおりである。 

表 6.2.2.1 水質項目及びその主成分、単位 

項   目 主 成 分 変数名 単  位 

植物プランクトン 
（Phytoplankton） 

クロロフィル a 
（Chlorophyll-a） 

P mg-Chl.a/L 

動物プランクトン 
（Zooplankton） 

動物炭素量― 
Zooplankton Carbon 

Z mgC/L 

無機態窒素 
（IN―Inorganic Nitrogen） 

Ammonia Nitrogen、 
Nitrite Nitrogen、 
Nitrate Nitrogen 

CIN mgN/L 

有機態窒素 
（ON―Organic Nitrogen） 

非生物（命）体 
Organic Nitrogen 

CON mgN/L 

無機態リン 
（IP―Inorganic Phosphorus）

リン酸態リン― 
Orthophosphate CIP mgP/L 

有機態リン 
（OP―Organic Phosphorus）

非生物（命）体 
Organic Phosphorus COP mgP/L 

化学的酸素要求量 
（COD） 

非生物（命）体有機物 
Chemical Oxygen Demand CCOD mgO2/L 

溶存酸素（DO） Dissolved Oxygen CDO mgO2/L 

 

有機態の窒素及びリンの定式化には、生物（命）体を含める場合と含めない場合が

あるが、本モデルでは、プランクトンの死骸や排泄物などを非生物体の有機物とし、

生物体の植物プランクトン・動物プランクトンと分離して計算する方法をとる。すな

わち本モデルにおける有機態窒素、有機態リン及び COD の算出は、まず河川などか

ら流入するのが非生物体であるとして、デトリタスなどによって生産される非生物体

物質を微分方程式によって計算する。次に全有機態窒素、全有機態リン及び全 COD

は、この非生物体と別途計算される植物プランクトン、動物プランクトンによって生

産される生物体のと合計で構成されるものとする。このようなモデル化により、有機

態窒素、有機態リン及び有機物 COD が生物体と非生物体の両方を含むことによる物

質生産を、合理的に計算することが可能である。何が有機物の生産や分解に関与する

かが明確になる。 



10 6- 

したがって、全有機態窒素 TON（Total Organic Nitrogen）は植物プランクトン及び

動物プランクトンの生物体有機態窒素と非生物体有機態窒素との加算となり、全有機

態窒素 TON と無機態窒素との累加は全窒素 TN（Total Nitrogen）となる。同じく、全

有機態リン TOP（Total Organic Phosphorus）は植物プランクトン及び動物プランクト

ンの生物体有機態リンと非生物体有機態リンとを加算したものとなり、全有機態リン

TOPと無機態リンとの累加は全リンTP（Total Phosphorus）となる。また、全COD（TCOD

―Total Chemical Oxygen Demand）は植物プランクトン及び動物プランクトンの生物体

COD と非生物体の有機物 COD との累加となる。 

水温

流下方向

鉛直方向 底泥底泥

鉛直方向日射量 移流 拡散

再曝気（表層のみ）

光合成

拡散

移流 拡散

消費（有機物分解に伴う）

非生命体
有機体リン

移流

濁質

沈
降

溶
出

消
費

沈
降

沈
降

溶
出

分
解

沈
降

：取り扱う水質項目

：底泥からの溶出

分
解

植物プランクトン 無機態窒素無機態リン

動物プランクトン

有機態リン

有機態窒素

COD D O

干潟

(懸濁食者による摂餌)

干潟

(海藻・草類による光合成・呼吸)

非生命体
有機体窒素

 
図 6.2.2.1 生態系モデル概念図 

 

生態系モデルによる内部領域における各水質の発生及び消滅濃度率は、濃度収支則

式（式 ６-16）の右辺 Sc項となる。以下、図 6.2.2.1 で示したモデルの概念図に基づ

き、水質項目ごとの発生及び消滅濃度率の算定法を示す。 
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１）植物プランクトン（Phytoplankton） 

植物プランクトンはクロロフィル a で表示される。これは、植物プランクトン個体

数を計算する方法に比べ測定者による誤差が少なく、また、有機物生産などを考える

場合には光合成の直接の担い手であるクロロフィル aがよい指標となりうるからであ

る。 

細胞が無限に増殖しない理由は多く存在するが、一般の環境では、基質や栄養塩の

枯渇によるものである。ダム湖、湖沼や湾のように閉鎖性が強く、水が長期に滞留す

る水域では、植物プランクトンが、律速栄養塩として窒素やリンなどを摂取して、光

合成により水中の無機炭素より有機物を合成し増殖する。水域で窒素及びリンの濃度

が高くなり植物プランクトンが異常増殖し、これに伴って種々の水質障害が生じる現

象は富栄養化とよばれ、水質保全上の重要な問題となっている。 

植物プランクトンの細胞（又は濃度）の増加速度 dtdP は、単位濃度当たりの増殖

速度である比増殖速度μPを用いて表示される。 

P
dt
dP

Pμ=  

ここで、μP は植物プランクトンの比増殖速度、P は植物プランクトン濃度(μ

g-Chl.a/L)である。植物プランクトンの比増殖速度に影響する因子としては、日照強

度、水温、無機態窒素濃度、無機態リン濃度及びスペース効果を考慮する。 

NITPP FFF ⋅⋅⋅= maxμμ  

ここで、μPmax はその最大比増殖速度、FI、FN、FT はそれぞれ日照強度、栄養塩濃

度及び温度に関する影響関数である。 

光の影響関数 FIとしては照度（あるいは日射量）I に関して直線、飽和型又は指数

型の近似法のいずれかがよく用いられる。ここで、日照強度効果は植物プランクトン

増殖に対する強光阻害を考え、Ditoro らの考えをもとに以下の式（強光阻害も連続表

示）で与える。 

)1exp(
S

z

S

z
I I

I
I
IF −=  

ここで、FIは日照強度とスペース効果による影響の修正係数、ISは最大増殖速度を

与える最適照度（lux、あるいは最適日射量）、ISは水深 z 位置における照度（lux、あ

るいは日射量）である。最適照度あるいは最適日射量 ISは種によって異なるが、2000

～20000 lux あるいは 300～350 cal/(cm2･day)程度の値が日本ではよく用いられる。 

光は水中で Lambert-Beer（ランベルト‐ベール）の法則に従って減衰する。したがっ

て、水深 z 位置における照度 ISは、 

))(exp(0 zII z −−= ζλ  
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hg P λλλ +=  

ここで、I0は水面における照度（lux、あるいは日射量）、ζは水位、λは光の減衰

係数であり、植物プランクトンによるもの（係数λg）と、その他のもの（λh）とに

分ける必要がある。 

栄養塩類濃度による影響 FN は律速栄養塩である無機態窒素及び無機態リンの濃度

CIN及び CIPに関する Michaelis－Menten 型の式で近似する。 

生物の生育収量は、必須栄養分の中で不足する養分量に支配され、次式で表す。 

IPIP

IP

ININ

IN
N CK

C
CK

C
F

++
=  

ここで、KIN及び KIPは半飽和定数である。 

温度条件は微生物増殖・分解や物質変換経路にとって重要である。微生物による変

換反応に関与する酵素は蛋白質であり、温度が高いほどその活性は高い一方で蛋白質

の変質が生じるため温度の上限があり、至適温度範囲が存在する。水温による影響

FTは以下の式を適用する。 

)1exp(
ss

T T
T

T
TF −=  

ここで、θ（＝1.02～1.06）：定数、T：水温、TS：最適温度、TS：μPmax を決定し

たときの基準温度、一般的には TS =20℃である。 

ここに、 

T ： 水温(℃) 

μP： 植物プランクトン増殖速度(1/day) 

μPmax： 20℃における植物プランクトン最大増殖速度(1/day) 

CIN： 無機態窒素濃度(mgN/L) 

CIP： 無機態リン濃度(mgP/L) 

KIN： 無機態窒素の Michaelis 定数(mgN/L) 

KIP： 無機態リンの Michaelis 定数(mgP/L) 

FT ： 水温による影響の修正項 

Ｔs ： 最適水温（℃） 

である。 

植物プランクトンの変化速度は増殖速度と死滅速度とを加算した形で示される。し

たがって、植物プランクトンの増殖活動は一次反応型として次式で表される。 

PPP DPS −= μ  

ここで、DPは植物プランクトンの減少である。 
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植物プランクトンの減少項としては、自己分解項、動物プランクトンによる捕食項

及び沈降項を考慮する。動物プランクトンはフィルターフィーダーであり、捕食速度

については、動物プランクトン濃度と捕食率（濾水速度 Cg）に比例するものとし、飽

食効果を併せて考慮した。沈降項については現存量に比例して沈殿するものと考え

た。 

z
PPZCRD Pg

T
PPP ∂

∂
−+= − ωθ )( 20  

z
PPZCRPS Pg

T
PPPP ∂

∂
++−= − ωθμ )( 20  

動物プランクトンの濾水速度 Cg は温度が上昇するとともに大きくなり、また植物

プランクトン濃度が高くなるにつれて減少する。したがって、 

PK
K

CC
Pg

PgT
Pggg +

= −20
maxθ  

ここで、 

DP：植物プランクトン減少速度(1/day) 

RP：20℃における植物プランクトン死滅率(1/day) 

θP：植物プランクトン死滅率の温度補正係数 

Cg：動物プランクトンの濾過（捕食）率(L/mgC･day) 

Cgmax：20℃における最大濾過率 

θPg：動物プランクトンの濾過率の温度補正係数； 

Z：動物プランクトン濃度(mgC/L) 

KPg：
飽食効果に対する Michaelis 定数(μg-Chl.a/L)、動物プランクトンによる植物プラ

ンクトンの捕食の半飽和定数 

ωP：動物プランクトンの沈降速度(m/day) 

である。 
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２）動物プランクトン（Zooplankton） 

動物プランクトン（濃度 Z）は動物炭素量で表示する。増殖項μZ については、植

物プランクトン捕食によるもののみを考える。捕食では前述のとおり、捕食速度が動

物プランクトン濃度と濾水速度に比例するものとして、飽食効果も考慮する。減少項

としては自己分解項及び自然死滅を考慮し、大型動物による摂取は考慮していない。

また、自泳性を有することから沈降項も考慮しない。したがって、動物プランクトン

の変化速度は次式で表される。 

 

ZDRS z
T
zzzZ )( 20 −−= −θμ  

PCa gzPZz γμ =  

ここで、 

μZ：動物プランクトン生成速度(1/day)  

γPZ：C/Chl.a 比(mgC/μg-Chl.a)、植物プランクトン量からの動物プランクトン

炭素量への換算係数 

αZ：植物プランクトン同化率（摂食効率、0.40～0.85） 

RZ：動物プランクトンの呼吸による分解速度定数(1/day) 

θZ：動物プランクトンの呼吸による分解速度の温度補正係数 

DZ：動物プランクトンの自然死滅速度(1/day) 

である。 
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３）無機態窒素（IN：Inorganic Nitrogen） 

無機態窒素濃度は河川などからの流入量の他、増加項として有機窒素の分解による

増加、底泥からの溶出（最下層コントロールボリュームのみ）による増加、さらに植

物プランクトンの自己分解による回帰、動物プランクトンの自己分解による回帰があ

ると考えられる。 

減少項としては、植物プランクトン増殖に伴う摂取、吸収による減少を考慮する。

したがって、無機態窒素の変化速度は次式で表される。 

SIN=－（植物プランクトンによる摂取）＋（植物プランクトンの自己分解による回帰）

＋（動物プランクトンの自己分解による回帰）＋（非生物体有機態窒素のバク

テリアによる分解）＋（底泥からの溶出） 

V
AWC

ZRaPRa

T
ININON

T
ONN

T
ZZZIZN

T
PPPIPPN

2020

2020

           

)(       

−−

−−

++

++−=

θθκ

θγθμγ
 

ここで、 

CIN：無機態窒素濃度(mgN/L) 

CON：非生物体有機態窒素濃度(mgN/L) 

γPN：
植物プランクトン中の窒素クロロフィル a(N/Chl-a)比(mgN/μg-Chl.a)、植物プ

ランクトン量からの窒素量への換算係数 

αPI：植物プランクトンの回帰率(0.5) 

κN：有機態窒素の無機化分解速度(1/day) 

θON：窒素分解速度の温度補正係数 

γZN：動物プランクトン中の窒素炭素量(N/C)比(mgN/mgC) 

αZI：動物プランクトンの回帰率(0.5) 

WIN：底泥からの無機態窒素溶出速度(gN/m2/day) 

θIN：底泥からの無機態窒素溶出速度の温度補正係数 

A：最下層コントロールボリュームに対するの底面積(m2) 

V：最下層コントロールボリューム(m3)  

である。 

 



16 6- 

４）有機態窒素（ON：Organic Nitrogen） 

本モデルでは、非生物体有機態窒素を取り扱う。非生物体有機態窒素濃度の変化は

流入量及び放流量などからの影響のほかに、増加項として植物プランクトン及び動物

プランクトンの自己分解による回帰、動物プランクトンからの排泄、動物プランクト

ンの自然死滅であり、減少量としては、バクテリアによる無機態窒素への交換、非溶

存態の非生物体有機態窒素の沈殿であると考えられる。なお、底泥からの溶出につい

ては有機態窒素としての溶出はないものとする。したがって、有機態窒素の変化速度

は次式で表される。 

SON=（植物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトンからの排泄） 

＋（動物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトンの自然死滅） 

－（非生物体有機態窒素のバクテリアによる分解）＋（沈降） 

z
C

f

CZDRa

PZCaRa

ON
ONON

ON
T
ONNZ

T
ZZZIZN

gz
T
PPPIPN

∂
∂

−+

−+−+

−+−=
−−

−

ω

θκθγ

θγ

)1(           

))1((           

))1()1((       
2020

20

 

ここで、ωON は有機態窒素沈降速度(m/day)、fONは溶存態非生物体の有機態窒素成

分である。 

全有機態窒素： 

TON=（植物プランクトン態窒素）＋（動物プランクトン態窒素）+（非生物体有機

態窒素） 

ONZNPN CZP ++= γγ           

全窒素： 

TN=（植物プランクトン態窒素）＋（動物プランクトン態窒素）+（非生物体有機態

窒素）＋（無機態窒素） 

INONZNPN CCZP +++= γγ         
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５）無機態リン（IP：Inorganic Phosphorus） 

無機態リン濃度変化については河川からの流入量及び堰から放流量などの影響の

ほか、有機態リンのバクテリアによる無機態リンへの変換量、底泥からの溶出量、さ

らに動物プランクトンからの排泄などにより増加する。また減少量については、植物

プランクトンの摂取及び、懸濁物に吸着され、沈殿による減少を考える。したがって､

無機態リンの変化速度は次式で表される。 

SIP=－（植物プランクトンによる摂取）＋（植物プランクトンの自己分解による回帰）

＋（動物プランクトンの自己分解による回帰）＋（非生物体有機態リンのバク

テリアによる分解）＋（底泥からの溶出）＋（沈降） 

z
Cf

V
AWC

ZRaPRa

IP
IPIP

T
IPIPOP

T
OPP

T
ZZZIZP

T
PPPIPPP

∂
∂

−+++

++−=

−−

−−

ωθθκ

θγθμγ

)1(           

)(       

2020

2020

 

ここで、 

CIP：無機態リン濃度(mgP/L) 

COP：有機態リン濃度(mgP/L) 

κP：有機態リンの無機化分解速度（20℃）(1/day) 

θOP：有機態リンの無機化速度の温度補正係数 

WIP：底泥からの無機態リン溶出速度(gP/m2/day) 

θIP：底泥からの無機態リン溶出速度の温度補正係数 

ωIP：無機態リンの沈降速度(m/day)  

fIP：溶存態又は吸着されない無機態リン成分 

である。 

無機態リンが懸濁物に吸着されやすいため、本モデルでは吸着沈殿過程による無機

態リンの減少も考慮する。 
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６）有機態リン（OP：Organic Phosphorus） 

本モデルでは、非生物体有機態リンを取り扱う。非生物体の有機態リン濃度の変化

については河川からの流入・堰及び水門からの放流などの影響のほか、増加項として

植物プランクトン及び動物プランクトンの自己分解による回帰、動物プランクトンか

らの排泄、動物プランクトンの自然死滅であると考えられる。減少項については、有

機態窒素と同様にバクテリアによる無機態リンへの変換量、非溶存態の非生物体有機

態リンの沈殿を考慮する。なお、底泥からの溶出については有機態リンとしての溶出

はないものとする。したがって、有機態リンの変化速度は次式で表される。 

SOP=（植物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトンからの排

泄）＋（動物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトン

の自然死滅）－（非生物体有機態リンのバクテリアによる分解）＋（沈降） 

z
C

f

CZDRa

PZCaRa

OP
OPOP

OP
T
OPPZ

T
ZZZIZP

gz
T
PPPIPP

∂
∂
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ここで、ωOP は有機態リン沈降速度(m/day)、fOP は溶存態非生物体有機態リン成分

である。 

全有機態リン： 

TOP=（植物プランクトン態リン）＋（動物プランクトン態リン）+（非生物体有機態リ

ン） 

OPZPPP CZP ++= γγ           

全リン： 

TP=（植物プランクトン態リン）＋（動物プランクトン態リン）+（非生物体有機態リ

ン）＋（無機態リン） 

IPOPZPPP CCZP +++= γγ         

 



19 6- 

７）化学的酸素要求量（COD：Chemical Oxygen Demand） 

有機物の化学的酸素要求量 COD は水中の易分解性有機物の存在量を示す指標であ

り、生物では植物、動物のプランクトン、非生物では懸濁態有機物や溶存態有機物の

コンパートメントの挙動を知れば COD の時間変化を知ることができる。ここでは非

生物体有機物の COD 変化を次式で表す。 

SCOD=（植物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトンからの排泄）

＋（動物プランクトンの自己分解による回帰）＋（動物プランクトンの自然死

滅）－（非生物体有機物のバクテリアによる分解）＋（底泥からの溶出）＋（沈

降） 

z
C

V
AWCZDRa

PZCaRa

COD
C

T
CODCODCOD

T
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T
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ここで、 

CCOD：化学的酸素要求量(mgO2/L) 

γPC：植物プランクトンの COD への換算係数(mgO2/μg-Chl.a)  

γZC：動物プランクトンの COD への換算係数(mgO2/mgC)  

κC：有機物分解速度定数(1/day) 

θC：有機物分解速度定数の温度補正係数 

WCOD：底泥からの COD 溶出速度(gO2/m2/day) 

θCOD：底泥からの COD 溶出速度の温度補正係数 

ωCOD：COD の沈降速度(m/day) 

である。 

全 COD： 

TCOD＝（植物プランクトン態 COD）＋（動物プランクトン態 COD） 

+（非生物体有機物 COD） 

CODZCPC CZP ++= γγ             
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８）溶存酸素（DO：Dissolved Oxygen） 

溶存酸素 DO の変化は、水塊にすでに含まれている溶存酸素と飽和酸素との差を推

進力とする水面からの再曝気、植物プランクトンの光合成作用に伴う溶存酸素の生

成、また、有機物分解に伴う消費、底泥における消費などより表すことができる。 

植物プランクトンによる光合成作用が活発な場合には、過飽和となる状況がみら

れ、また、水塊中に有機物が多量に含まれている場合には、低濃度となる富栄養化の

影響側面を考える上で重要な水質項目である。 

 

SDO＝（植物プランクトンによる生産）－（植物プランクトン呼吸） 

－（動物プランクトン呼吸）－（非生物体有機物のバクテリアによる分解） 

＋（再曝気）－（底泥による消費） 

b

bT
SOD

s

s
DODOs

T
OsOs

COD
T
CC

T
ZZZO

T
PPPPO

V
A

SOD
V
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CC

CZRPR

2020

202020

)(           
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ここで、 

CDO： 溶存酸素濃度(mgO2/L)  

γPO： 光合成による溶存酸素生産速度 

又は植物プランクトンの DO への換算係数 (mgO2/μg-Chl.a) 

γZO： 動物プランクトンの DO への換算係数(mgO2/mgC) 

SOD： Sediment Oxygen Demand―底泥による溶存酸素消費速度(gO2/m2/day)；底面のみ 

θSOD： 底泥による溶存酸素消費速度温度補正係数； 

κOS： 再曝気係数（m/day）；水面のみ 

θOS： 再曝気係数温度補正係数 

CDOS： 飽和溶存酸素濃度(mgO2/L) 

AS,VS： 表層 element の表面積・体積 

Ab,Vb： 底層 element の表面積・体積 

である。 

飽和溶存酸素濃度は、Weiss の式より水温と塩分から計算で求める。 

lnO2(ml/L)=A1+A2(100/T)+A3･ln(T/100)+A4(T/100) 

+S･{B1+B2（T/100）+B3(T/100)
2} 

T:絶対温度(K) S:塩分 

A1=-173.4292  B1=-0.033096 

A2=249.6339 B2=0.014259 

A3=143.3483 B3=-0.0017 

A4=-21.8492  
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6.3 計算条件の設定 

6.3.1 計算対象時期 

本調査の計算対象時期は、昭和 30 年代(海域水質悪化前)、昭和 50 年代(有機汚濁が

進行し海域水質悪化時)、各計算対象時期(計算対象年度)は表 6.3.1.1 に示すとおり設

定する。 

 

表 6.3.1.1 各計算対象年度の設定 

年代 
海域水質の状況・計算対象年度の設定の考え方 計算対象年

度 

昭和 30 年代 

（海域水質悪化
前） 

三河湾 

■透明度は昭和 35 年頃から急激に低下して
いる。（図 6.3.1.1） 

昭和 30 年度
（1955 年

度） 

昭和 50 年代 

（海域水質悪化
時） 

三河湾 

■透明度と COD は、昭和 50 年と 55 年でほぼ
同じである。（図 6.3.1.1、図 6.3.1.2） 

昭和 50 年度
（1975 年

度） 

現  況 
■水質計算結果の再現データとして「公共用水域水質
測定データ」を用いる。同データの現時点での最新年
とする。 

平成 15 年度
（2003 年

度） 
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図 6.3.1.1 三河湾の透明度の経年変化 

 

 

図 6.3.1.2 三河湾のＣＯＤの経年変化（表層） 
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6.3.2 地形・水深条件 

（１）計算範囲 

計算格子は三河湾全域を 300m で設定した。計算範囲の地形および水深については、

表 6.3.2.1 に示す資料を基に設定したものである。 

三河湾の計算範囲を図 6.3.2.1 に、計算対象年の水深を図 6.3.2.2 に示す 

 

表 6.3.2.1 に 計算対象年と地形・水深に関する資料一覧 

計算対象年 地形・水深の基となった資料 出 典 

現況(平成 15 年) W1051(H16.10.21 刊行,改補年：H18) 
W1052(H16.10.21 刊行,改補年：H18) 
W1056(H16.2.26 刊行,改補年：H17) 
W1057A(H15.2.27 刊行,改補年：H17) 
W1057B(H16.9.16 刊行,改補年：H17) 

海上保安庁 

昭和 50 年 1051(S46.7.3 刊行,最終改補年：S53) 
1052(S32.7.11 刊行,最終改補年：S54) 

旧版海図については、日本
海洋データセンターの非デ
ジタルデータ（マイクロ
フィルム）を基に設定した。

昭和 30 年 1051(S32.1.14 刊行,最終改補年：S34) 
1052(S24.9.19 刊行,最終改補年：S32) 

 

図 6.3.2.1 計算範囲(三河湾、現況[平成 15 年]) 300m 格子 
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注）水深は平均水面からの深さを正の値で示している。 
略最低低調面（海図基準面）は平均水面下 1.30～1.35m である。 

図 6.3.2.2(1) 水深(三河湾、現況) 300m 格子 

 
注）水深は平均水面からの深さを正の値で示している。 
略最低低調面（海図基準面）は平均水面下 1.30～1.35m である。 
注)図中の黒線の海岸線が現況、青い線の海岸線が昭和 50 年である。 

図 6.3.2.2(2) 水深(三河湾、昭和 50 年) 300m 格子 
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注）水深は平均水面からの深さを正の値で示している。 
略最低低調面（海図基準面）は平均水面下 1.30～1.35m である。 
注)図中の黒線の海岸線が現況、赤い線の海岸線が昭和 30 年である。 

図 6.3.2.2(3) 水深(三河湾、昭和 30 年) 300m 格子 

 

（２）層分割 

三河湾の水深は浅く、最も深い佐久島の南部でも-20m 前後であり、平均水深は約

-9m となっている。この三河湾の鉛直方向の層分割については、下記のように分割し

た。 

第 1層 平均水面下 0.0～5.0m 

第 2 層      5.0～10.0m 

第 3 層      10.0m 以深 
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6.3.3 流動計算の条件 

（１）計算条件の概要 

流動計算に必要な計算条件を表 6.3.3.1 に示す。 

 

表 6.3.3.1 流動計算の条件 

項 目 内     容 備  考 

対象季節 夏 季 冬 季  
淡水流入量 夏季平均流量 冬季平均流量  

潮汐条件 
開境界において、M2 分潮の振幅およ
び遅角を設定した 

書誌第 742 号 日本沿岸潮
汐調和定数表；海上保安庁よ
り伊良湖を参考に設定（図
6.3.3.1、表 6.3.3.2） 

格子間隔 300m  

鉛直層分割 ３層  

層  厚 
第1層：平均水面下0～5m 
第 2層：5～10m 
第 3層：10m以深 

 

タイムステップ 5.0秒  

計算時間 3,600 時間(150 日間)  

初期値(水温・塩分) 
公共用水域水質測定結果等より設定  

境界値（水温・塩分） 

風 考慮しない  

コリオリ係数 φ=34.47°として、f=2ωsinφ  

水平渦動粘性係数 
水平渦拡散係数 

5×105(cm2/s)  

鉛直渦動粘性係数 
鉛直渦拡散係数 

0.01(cm2/s) 1.0(cm2/s)  

海底摩擦係数 γb
2＝0.0026  

海面摩擦係数 γa
2=0.0013  
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図 6.3.3.1 境界の設定位置 

 

表 6.3.3.2 開境界の M2分潮の振幅と遅角 

境界の設定位置 振幅(cm) 遅角（°） 

Ａ 53.0 0.0 

Ｂ 53.0 0.0 

注）図 6.3.3.1中の端点間(A-B)の境界格子では、端点間を線形で補間した。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｂ 
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（２）水温・塩分の境界条件および初期値 

１）設定方法 

（ａ）境界値 

三河湾の水質モデル開境界における水温・塩分の境界条件は、図 6.3.3.2 に示す愛

知県公共用水域水質測定結果のうち、モデル開境界に近い N-9 の調査結果を用いて設

定した。なお、N-9 では上層と中層は測定されているが、下層は測定されていない。

そこで、境界値の鉛直分布を考慮するために、上中下層で測定している N-8 の調査結

果を参考にして、表 6.3.3.3 に示す方法により境界値の鉛直分布を設定した。 

（ｂ）初期値 

水温・塩分の初期値については、図 6.3.3.2 に示す A-8 の調査結果を用いて、計算

範囲のすべての格子に同じ値を層ごとに設定した。 

N-9 

A-14

K-6

K-5

K-4 

K-3 
A-2

A-6

A-8

A-7

A-5

A-4

A-1

A-9K-8

N-13 A-12 

A-3 

A-13 

A-11 
A-10

K-7

K-1

K-2

 

図 6.3.3.2 三河湾及びその周辺における公共用水域調査地点 

 

表 6.3.3.3 初期値、境界値の鉛直的な設定 

層 地 点 

1 層（水深 0～5ｍ） N-9 の上層 

2 層（水深 5～10ｍ） N-9 の中層 

3 層（水深 10ｍ～海底） 
（最大水深 28m） 

N-9 では下層で測定されていないため、次式に基づ
き、N-9 の中層の値に A-8 の下層／中層比を乗じる
ことにより求めた 
N-9 の中層×（A-8 の下層／A-8 の中層） 
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２）平成１5 年の設定値 

平成 12 年度（2000 年度）～平成 16 年度(2004 年度)について、N-9 における上層と

中層の水温・塩分の調査結果を図 6.3.3.3 に示す。A-8 における水温・塩分の調査結

果を図 6.3.3.4 に示す。 

これをみると、平成 15 年度(2003 年度)の 9 月の塩分値が低く、夏季の出水の影響

を受けたものと考えられる。夏季の境界条件としては、水温、塩分は大規模な出水の

影響を受けていないデータで設定することとし、平成 15 年 9 月の上層の塩分データ

を除き、平成 12～16 年度のデータを用いて設定した。この調査結果から、境界値は

N-9、初期値は A-8 を基に設定し、各計算層に設定する水温・塩分の値を表 6.3.3.4

に示す。 

なお、昭和 50 年、昭和 30 年は公共用水域の水質測定結果がないため、ここでは、

初期値、境界値は平成 15 年度と等しいものとして設定した。 
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図 6.3.3.3  N-9 における水温･塩分調査結果（三河湾） 

 

 

 

出水の影響 
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図 6.3.3.4  A-8 における水温･塩分調査結果（三河湾） 

 

表 6.3.3.4 水温と塩分の初期値および境界値 

項 目 計算層 
夏 季 冬 季 

水温(℃) 塩分 水温(℃) 塩分 

初期値 
第 1層 0.0～5.0m 26.9 30.7 9.4 31.2 
第 2 層 5.0～10.0m 25.0 31.6 9.4 31.3 
第 3 層 10.0m～ 22.7 32.8 11.6 31.9 

境界値 
第 1層 0.0～5.0m 26.1 29.6 12.6 32.8 
第 2 層 5.0～10.0m 24.8 31.0 12.6 32.8 
第 3 層 10.0m～ 22.6 32.2 14.7 33.8 

 

出水の影響 
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6.3.4 水質計算の条件 

（１）水質浄化機能 

１）浄化の定義 

干潟域における浄化機能を評価するにあたっては、平成 17 年度業務において干潟域での

物質循環と浄化の考え方を整理した。干潟域での物質循環を模式的に示すと図 6.3.4.1 に示

すようになる。なお、ここで示す浮遊系(pelagic ecosystem)とは水中の生態系を指し、底生

系(benthic ecosystem)とは底泥中の生態系を表している。各循環過程の概要は以下に示すと

おりである。 

(a)浮遊系を通して系外からの流入 

(b)浮遊系を通しての系外への流出 

(c)浮遊系から底生系への移行（二枚貝の摂餌など） 

(d)底生系から浮遊系への回帰（溶出など） 

(e)浮遊系内での循環 

(f)底生系内での循環 

(g)干潟域からの除去（二枚貝の漁獲、魚類による摂食、鳥の摂餌、脱窒等） 

このうち、(c)と(d)は浮遊系と底生系との間の物質のやり取りであり、(c)は浮遊系に対す

る底生系の水質浄化の役割を、(d)は逆に水質汚濁の役割を示している。 

本検討における浄化とは、水中からの物質の除去とし、図 6.3.4.1 中の(C)の過程をモデ

ルに組み込むこととする。(C)の過程として考慮するものは、二枚貝等の懸濁物食者の摂餌

や海藻・海草・付着藻類による光合成・呼吸（栄養塩の固定）である。 

浮遊系 

底生系 

(a) 

(b) 

(c) (d) 

(e) 

(f) 

(g) 

 

図 6.3.4.1 干潟域での物質循環の模式図 
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２）考慮する浄化機能 

水質モデルの計算項目と浄化機能の対応を表 6.3.4.1 に整理した。 

 

表 6.3.4.1 干潟域における浄化機能の考慮［水質モデル計算項目からの整理］ 

水質モデルの計算項目 
（青字の項目が計算項目であり、その他は計算過程の内数である）

浮泥系から底生系への移行に 
おいて考慮する浄化機能 

植物プランクトン（クロロフィル a） 懸濁物食者による摂餌 

動物プランクトン(炭素量)  

無機態窒素
(I-N) 

アンモニア態窒素、硝酸態窒素、亜硝酸態窒素
海藻・草類による光合成・呼吸

付着藻類による光合成・呼吸 

有機態 
窒素(O-N) 

懸濁態有機窒素
(PON) 

植物プランクトン態窒素 懸濁物食者による摂餌 

動物プランクトン態窒素  

非生物体有機態窒素 
(デトリタス)

懸濁物食者による摂餌 

溶存態有機窒素
（DON） 

非生物体有機態窒素  

無機態リン
(I-P) 

懸濁態無機リン（PIP、海域ではほとんどゼロ）  

溶存態無機リン（PO4-P） 
海藻・草類による光合成・呼吸

付着藻類による光合成・呼吸 

有機態リン 
(O-P) 

懸濁態有機リン
(POP) 

植物プランクトン態リン 懸濁物食者による摂餌 

動物プランクトン態リン  

非生物体有機態リン 
(デトリタス)

懸濁物食者による摂餌 

溶存態有機リン
（DOP） 

非生物体有機態リン  

化学的酸素
要求量 
(COD) 

懸濁態 COD 
（PCOD） 

植物プランクトン態 COD 懸濁物食者による摂餌 

動物プランクトン態 COD  

非生物体有機態 COD 
(デトリタス) 

懸濁物食者による摂餌 

溶存態 COD（DCOD） 非生物体有機態 COD  

溶存酸素(DO)  

特記１）光合成・呼吸については、ネットの値を設定する。 

特記２）二枚貝（懸濁物食者）の動物プランクトンの摂餌を考慮している研究事例もあるが、一
般的に二枚貝の食性は植物プランクトンであるため、本検討では考慮しない。 

特記３）浄化対象現存量の推定：表 6.3.4.1 に示した浄化対象の水質項目のうち、水質モデル中
で分画できないものは、非生物体の有機態窒素、有機態リンおよび有機態 COD である。
有機態の浄化計算において必要なものは懸濁態と溶存態の分画であり、浄化対象は懸濁
態である（懸濁物食者による摂餌）。本検討では非生物体の有機態窒素、有機態リンお
よび有機態 COD 中の各懸濁態含有比を既往調査結果から算定し、懸濁態現存量（浄化対
象現存量）を推定する。 
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３）干潟域の設定 

干潟・浅場は海と陸と大気の接する場所として、生物種が豊富で、高い生物生産力を有す

る場である。干潟と浅場は、水深や底質を判断基準として表 6.3.4.2 のように分類されるこ

とが多い。 

表 6.3.4.2 干潟・浅場の定義 

 定義 根拠 

干潟 ・ 干潮時に露出する砂泥質の平坦な地形 

・ 潮汐の干満周期により露出と水没のサイクルを繰り返す平坦

な砂泥質の地帯 

・ 概ね「略最低低潮面※(海図の 0mコンター)以浅の海域」にあた

る 

一般的な干

潟の定義 

浅場 ・ 低潮時に水深5mを超えない海域 

・ 常に冠水し太陽光が海底まで届く海域 

・ 概ね「略最低低潮面下 5m(海図の 5mコンター)以浅の海域」に

あたる 

ラムサール

条約の定義 

※大潮期の干潮面 

浄化を担う二枚貝、海藻・海草、付着藻類の生息水深から略最低低潮面よりもう少し深い

領域まで、浄化効果が見込まれると考えられる。 

三河湾における二枚貝な主要な種はアサリであり、その主漁場は D.L.-5m 以浅となってい

る。三河湾における干潟と浅場の浄化能力については、鈴木ら(2000)によって干潟・浅場の

物質変換を担う二枚貝類等のマクロベントス存在量及びそれらによるPON除去量はD.L.-3m

以浅の水深にピークがあり、水深が深くなるにつれて低下する傾向にあることが報告されて

いる。 

三河湾に生息する主な二枚貝類はアサリであり、アサリは干出する干潟域、及び干出しな

い水深約 5m 程度までの浅場域のいずれにも生息し、いずれの海域も浄化機能を有するとい

えることから、本検討において干潟の浄化機能を設定する領域は、平均海面下 5m(A.P.約-4m)

以浅の領域とする。 

干潟域の設定は、海図を基に図 6.3.4.3のように設定した。 

表 6.3.4.3 三河湾における干潟面積と平均海面下 5m(A.P.約-4m)以浅の面積の関係 

 
干潟面積 

(ha) 

平均海面下 5m(A.P.約

-4m)以浅の面積 (ha) 

昭和 30 年 2,600 12,429 

昭和 50 年 1,400 8,127 

平成 15 年 1,600 7,281 

注) 干潟面積の値はグラフ（図 6.3.4.2）からの読み取り値。 
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図 6.3.4.2 全国および三河湾における干潟面積の変遷(武田ら(2005)) 

 
 

昭和 30 年 昭和 50 年代 

現況(平成 15 年)  
 

図 6.3.4.3 干潟域の設定（平均海面下 5m(A.P.約-4m)以浅） 
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４）干潟域における浄化速度 

（ａ）アサリによる浄化速度 

アサリの浄化速度は以下の様に設定する。 

浄化速度(mg/m2/h)＝水質(mg/L)×水温依存項 f(t)×ろ水速度(L/g/h)×現存量（g/m2） 

 

（ｂ）水温依存項 

水温依存項は、ろ水速度に対する水温の影響を考慮するための関数であり、以下のように

設定した。 

水温依存項 f(t)＝exp（Q10×（t-25）） 

t ＝ 各タイムステップ、各計算格子で算定される水温(℃) 

t≦25℃： Q10 ＝  0.0412 

t＞25℃： Q10 ＝ -0.4269 

出典：漁場保全機能定量化事業報告書（（社）日本水産資源保護協会、1992 年） 

 

（ｃ）ろ水速度 

アサリ 1g あたりのろ水速度は、青山・鈴木(1997)が三河湾一色干潟で実施したチェンバー

実験で得られた値 22.7L/gN/hour（0.10/gWW/hour）を用いた。アサリの殻付湿重量への換

算係数は鈴木(2000)より 0.0045(gN/gWW)を用いた。 

アサリは干出する干潟や干出しない水深約 5m 程度までの浅場域のいずれにも生息してい

ることから、一日 24 時間ろ水するとした。 
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 チャンバー実験

千葉・大島
（1957)

秋山
（1988)

青山・鈴
木（1997)

細川ら
（1996)

青山・鈴木
（1997)

中村ら（2004)
の式

ろ過速度（L/gN/hour） 15.9-35.3 33.8 33.5 16.1-36.3 22.7 31.3 41.4 79.9

　（平均値） 26.5 26.2 *st.1

水温（℃） 22.0 25.0 24.1 20.0 23.8 20.0 25.0 25.0

殻長(mm) 26-41 25-30 20-30 30 20-30 30 30 30

殻付き湿重量(gWW) 7.7 4.2 3.2 5.5 3.2 5.5 5.5 5.5

参考文献 ① ① ① ② ① ④

注１）殻付き質重量は、殻長から、小沼ら(2002)の貝長と殻付き湿重量の関係により推定
注２）窒素含有量(gN)は、殻付き質重量から、鈴木ら（2000)のアサリ換算係数（0.0045gN/殻付き湿重量）により推定

①青山裕晃・鈴木輝明（1997)：干潟上におけるマクロベントス群集による有機懸濁物除去速度の現場測定，水産海洋研究,第61巻,第3号,265-274
②細川恭史・木部英治・三好英一・桑江朝比呂・古川恵太（1996)：盤洲干潟（小櫃川河口付近）におけるアサリによるろ水能力分布調査,港湾技術研究所資料,No.844
③中村充(1993)：生態系を活用した海底質の改良技術,ヘドロ,No.58(9),17-24
④中村由行・野村宗広・神尾光一郎(2004)：磐洲干潟周辺海域における底生生物系と浮遊系のカップリングに関する研究，港湾空港技術研究所報告，第43巻，第2号
鈴木輝明・青山裕晃・中尾徹・今尾和正（2000）：マクロベントスによる水質浄化機能を指標とした底質基準試案 －三河湾浅海部における事例研究－，水産海洋研究64(2)
小沼晋・五藤勇樹・中村由行(2002)：成長モデルを用いた東京湾磐洲干潟での二枚貝による懸濁物除去量の推定，海岸工学論文集，第49巻

25 3.1875
5.5 25 1.027299 41.42335
5.5 20 0.777248 31.34063

実験式等からの推定室内実験

アサリのろ過速度についての既往知見

中村(1993）
の式

③
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（ｄ）アサリの現存量 

アサリの現存量（殻つき湿重量）は、愛知県の農林水産統計資料に基づいて、漁獲量から

設定することとした。現況（平成 15 年度）の三河湾および愛知県における年間のアサリ漁獲

量は、愛知県全体で 8,890 ton、うち三河湾で 8,718 ton であった。 

 

表 6.3.4.4 三河湾におけるアサリの漁獲量（単位：ton） 

 三河湾 愛知県 

昭和 30 年 9,709 

昭和 50 年 9,458 9,861 

平成 15 年 8,718 8,890 
注) 昭和30年については、愛知県の漁獲量から三河湾分を分離できなかった。 

 

夏季（7～9 月）のアサリ漁獲量は、年間漁獲量に三河湾（知多半島分のみ）におけるの夏

季の漁獲割合を乗じて以下のように算出した。 

夏季（7～9 月）のアサリ漁獲量＝年間漁獲量×夏季の漁獲割合の合計 

＝8,718×0.56 

＝4,882 (ton) 

ここで、年間漁獲量：8,718 (ton) 

夏季（7～9 月）の漁獲割合：0.56（図 6.3.4.4） 

冬季のアサリ漁獲量は、東京湾における平均の冬季／夏季現存量比（=0.2）から、976 ton

（＝4,882×0.2）とした。 
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出典）愛知県水産試験場提供資料 

図 6.3.4.4三河湾(知多半島)におけるアサリ年間漁獲量に対する月別漁獲量の割合(平成8年度) 
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現況の現存量は、年間に三河湾におけるアサリ現存量の 70%程度を漁獲しているとのヒア

リング結果を受けて、漁獲量のおよそ 1.43 倍（現存量:漁獲量＝100:70）を現況の現存量とす

ることととし、三河湾における夏季のアサリ現存量は 6,974 ton（＝4,882／0.7）、冬季の現

存量は 1,395 ton（＝976／0.7）と推定した。現況の三河湾における季節別アサリ現存量を表 

6.3.4.5 に示す。 

なお、現存量は漁獲による減少や再生産による増加等によって変化することが考えられる

が、ここでは、漁獲による減少と再生産による増加が等しいものと仮定し、上記で算定した

季節別アサリ現存量が計算期間を通じて存在しているものとした。 

 

表 6.3.4.5 三河湾における季節別のアサリ現存量（単位：ton） 

 夏季 

現 況 6,974 

 

この三河湾における現況の季節別のアサリ現存量が図 6.3.4.に示す現況（平成 15 年）の干

潟・浅場面積（7,281ha）に存在しているとして、単位面積あたりの現存量を算出した（表 

6.3.4.6）。 

 

表 6.3.4.6 三河湾におけるアサリの現存量（単位：gWW/m2） 

 夏 季 モデルの採用値 

昭和 30 年 391 300 

昭和 50 年 582 300 

平成 15 年 95.8 95.8 
注) 昭和 30 年については、愛知県の漁獲量が三河湾分に等しいとした。 
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（ｅ）海草類・海藻類による浄化速度 

（ｆ）三河湾の藻場の変化 

三河湾における藻場域の変化を図 6.3.4.5 に、藻場面積の変化を図 6.3.4.6 および表

6.3.4.7 に示す。年別の浄化速度については後述するが、これらの藻場の変化を各年代の計

算格子と照らし合わせて、海草類・海藻類による栄養塩の取り込みをモデルで表現する。 

平成 15 年：一色干潟の 1994 年の浄化速度を、1987 年頃の藻場域・2002 年頃の藻場面積

に設定（ここで、表 6.3.4.7 の三河湾における藻場面積と図 6.3.4.7 の既存資

料に基づく藻場域の面積が異なることから、実際の計算においては表 6.3.4.8

にしめす面積換算係数を乗じた値を設定した。以下、各年代とも同様とした。） 

昭和 50 年：一色干潟の 1984 年の浄化速度を、1975 年頃の藻場域・1979 年頃の藻場面積

に設定 

昭和 30 年：一色干潟の 1984 年の浄化速度を、1955 年頃の藻場域・1955 年頃の藻場面積

に設定 

 

図 6.3.4.5 三河湾における藻場の変化 

国土交通省中部地方建設局三河港湾工事事務所：取り戻そう豊かな 三河湾 
 

 
注）出典原図の年代を修正 

図 6.3.4.6 三河湾における藻場面積の推移 エラー! ブックマークが定義されていません。 

 

 

1970 1980 1990
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表 6.3.4.7 三河湾における藻場面積の変化（単位：ha） 

 藻場面積 

昭和 30 年（1955 年頃） 9,000 

昭和 50 年（1979 年頃） 920 

平成 15 年（2002 年頃） 510 
注) 値はグラフ（図 6.3.4.6）からの読み取り値。 
 

昭和 30 年 昭和 50 年代 

現況(平成 15 年)  
 

図 6.3.4.7 藻場域の設定（既存資料に基づく） 

表 6.3.4.8 三河湾における藻場面積と既存資料に基づく藻場域の面積の関係 

 
藻場面積 

(ha) 

既存資料に基づく藻場

域の面積 (ha) 

既存資料に基づく藻場域

の面積に対する干潟面積

の比 

昭和 30 年 9,000 9,252 0.97 

昭和 50 年 920 504 1.83 

平成 15 年 510 846 0.60 
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（ｇ）海草類・海藻類による I-N の浄化速度 

愛知県水産試験場が干潟生態系モデルを用いて行った研究から得られている一色干潟の

1984 年および 1994 年の I-N 浄化速度をもとに設定する（表 6.3.4.9 参照）。 

 

表 6.3.4.9 一色干潟の海草類・海藻類による浄化速度(単位：mgN/m2/day) 

項 目 1994 年 6 月 1984 年 7 月 

海藻・海草による光合成・呼吸 

(アナアオサ、アマモ) 
4.0 82.9 

付着藻類による光合成 13.3 2.2 

備考 
1994 年 6 月を対象とした既
往の結果による 

1984 年 7 月を対象とした既

往の結果による 

 

（ｈ）海草類・海藻類による I-P の浄化速度 

アナアオサの N／P 比に基づいて、I-N 浄化速度から設定する（表 6.3.4.10, 表 6.3.4.11

参照）。なお、付着藻類による I-P の浄化速度は、レッドフィールド比に基づいて設定する。 

 

表 6.3.4.10 アナアオサに含まれる炭素・窒素・リン含有量と N/P 比（松川浦） 

項 目 乾重当たりの比率(%) 出 典 

炭 素 29.6 

地球・人間環境フォーラム(1999) 
窒 素 2.8 

リ ン 0.1 

N/P 比 28.0 

 

表 6.3.4.11 N/P 比から換算した I-P 浄化速度(単位：mgP/m2/day) 

項目 1994 年 6 月 1984 年 7 月 

海藻・海草による光合成・呼吸 

(アナアオサ、アマモ) 
0.10 3.00 

付着藻類による光合成 1.80 0.30 

備 考 
1994 年 6 月を対象とした既
往の結果による 

1984 年 7 月を対象とした既

往の結果による 

注）付着藻類による浄化速度の換算に使用した N/P 比は Redfield 比(7.2)を用いた 

 

 

 

（ｉ）冬季の海草類・海藻類による浄化速度 

冬季については、光合成にかかる水温依存項の式に基づいて、温度による違いを考慮す

る。 

海草類・海藻類の光合成速度は次式によって表される。 
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光合成＝μmax・f (T)・ff(I)・f(N,P) 

ここで、μmaxは最大光合成速度(1/day)、f (T)、ff(I)、f(N,P)は水温(T)、光量(I)、栄養塩(N,P)

に依存する項である。水温依存項 f (T)は、指数関数で次式のように表される。 

f (T)＝exp(Q10・T) 

Q10：光合成に関する温度係数(1/℃) 

夏季の浄化速度を基に、冬季の浄化速度を求めるには、次式のように夏季と冬季の水温

関数の比率を乗じることによって設定することとする。 

冬季の浄化速度＝夏季の浄化速度×冬季の f (T)／夏季の f (T) 

三河湾の水温の条件を、流動計算の境界条件で整理した値を使用して試算すると、 

冬季の f (T)／夏季の f (T)=1.19 

となる。この時、夏季の平均水温を 26.9℃、冬季を 9.4℃を用いた(表 6.3.3.4 の第 1 層の

水温の初期値)。 

この比率と表 6.3.4.9、表 6.3.4.11 から推定した冬季の窒素の浄化速度を表 6.3.4.12

に示す。 

 

表 6.3.4.12 冬季の海草類・海藻類の浄化速度 

項 目 浄化となる物質循環機能 
1994 年 6 月の 

浄化速度から算定 
1984 年 7 月の 

浄化速度から算定 

I-N 

海藻・海草による光合成・呼吸 

(アナアオサ、アマモ) 
4.8 98.7 

付着藻類による光合成 15.8 2.6 

I-P 

海藻・海草による光合成・呼吸 

(アナアオサ、アマモ) 
0.12 3.57 

付着藻類による光合成 2.14 0.36 

備 考 
1994 年 6 月の浄化速度

から算定 

1984 年 7 月の浄化速度

から算定 

 

（ｊ）ノリによる浄化速度 

（ｋ）ノリ漁場の変化 

三河湾におけるノリ漁場の変化を図 6.3.4.8 に、三河湾および愛知県におけるノリ(板ノ

リ)の生産量を表 6.3.4.13 に、ノリ漁場面積の変化を表 6.3.4.14 に示す。ここで、表 6.3.4.14

の三河湾におけるノリ漁場面積と図 6.3.4.8 の既存資料のノリ漁場面積位置に基づく面積

が異なることから、実際の計算においては各年代とも表 6.3.4.15 に示す面積換算係数を乗

じた値を設定した。 
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（A：1951 年・3,150ha、 B：1981 年・15,645ha） 

図 6.3.4.8 三河湾におけるノリ漁場の変化（西條八束ら） 

 

表 6.3.4.13 三河湾および愛知県におけるノリ(板ノリ)の生産量（単位：万枚、養殖年度） 

 三河湾 愛知県 

昭和 30 年 - 19,983 

昭和 50 年 38,000 63,586 

平成 15 年 41,592 66,732 
注) 昭和 30 年の三河湾分は不明。 
   養殖年度は、7月～翌年 6月。 

 

表 6.3.4.14 三河湾におけるノリ漁場面積の変化（単位：ha） 

 ノリ漁場面積

昭和 30 年（1951 年） 3,150 

昭和 50 年（1981 年） 15,645 

平成 15 年（1981 年） 15,645 

注)（ ）は、西條らによりノリ漁場面積が示されている年を示す。なお、
平成 15 年のノリ漁場面積は不明のため、昭和 50 年と同じとした。 
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昭和 30 年 昭和 50 年代 

現況(平成 15 年)  
 

図 6.3.4.9 ノリ漁場域の設定（既存資料に基づく） 

 

表 6.3.4.15 三河湾におけるノリ漁場面積と既存資料に基づくノリ漁場面積の関係 

 
ノリ漁場面

積 (ha) 

既存資料のノリ漁場位

置 

に基づく面積 (ha) 

既存資料のノリ漁場位置 

に基づく面積に対する 

ノリ漁場面積の比 

昭和 30 年 3,150 4,914 0.64 

昭和 50 年 15,645 13,797 1.13 

平成 15 年 15,645 13,797 1.13 
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（ｌ）ノリによる I-N の浄化速度 

ノリによる浄化速度（但し冬季）については、三番瀬における I-N 浄化速度（千葉県（1999））

に基づいて設定する（表 6.3.4.16 参照）。 

 

表 6.3.4.16 三番瀬における養殖ノリによる光合成・呼吸(単位：mgN/m2/day) 

項 目 I-N 浄化速度

養殖ノリによる光合成・呼吸 3.4

注）三番瀬全体のフラックス量を 1日あたり、単位面積あたりに換算した。 

 

（ｍ）ノリによる I-P の浄化速度 

ノリの N／P 比に基づいて、I-N 浄化速度から設定する（表 6.3.4.17, 表 6.3.4.18）。 

 

表 6.3.4.17 ノリに含まれる窒素・リン含有量と N/P 比 

項 目 値 出 典 

窒素含有量(%) 6.98 五訂 日本食品標準成分表のたんぱく質量から算定 
リン含有量(%) 0.65 五訂 日本食品標準成分表 

N/P 比 10.7 （窒素含有量／リン含有量） 

 

表 6.3.4.18 三番瀬における I-N 浄化速度から N/P 比換算した I-P 浄化速度(単位：mgP/m2/day) 

項 目 I-P 浄化速度

養殖ノリによる光合成・呼吸 0.32
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（２）溶出速度（COD，I-N，I-P） 

１）設定方法 

既知の溶出速度と底質分析結果から、底質と溶出速度の関係を得た上で、底質データか

ら溶出速度を推定するために資料収集を実施したが、溶出速度と底質の間には、なんらか

の関係はあるものの、間隙水中の濃度拡散の寄与もあり、底質だけで一義的に定義するこ

とが困難であると考えられる。 

また、図 6.3.4.10 に示す三河湾の底質の変化を経年的にみると、昭和 50 年代以降に底質

が改善されたとは言いがたく、概ね横ばいの傾向が伺える。資料収集の中では、溶出速度

の実験事例は環境省(2004)のような結果（図 6.3.4.11、表 6.3.4.19 参照）もあるが、これに

は地点別の値が示されていないこと、地点数が少ない。 

これらのことから、三河湾全域を広域的に調査を実施している運輸省第五港湾建設局

(1987)のデータを使用することとする。 

干潟域の無機態窒素・リンについては、二枚貝等の影響が大きいことから、上記の設定

値と区別して設定する。なお、COD については、干潟域は関係なく設定する（表 6.3.4.20）。 
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図 6.3.4.10 三河湾の底質の経年変化 
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図 6.3.4.11 三河湾の栄養塩類溶出把握実態調査の調査地点 環境省(2004)  

 

 

表 6.3.4.19 三河湾の溶出速度(単位：mg/m2/day) 環境省(2004)  

項目 調査時期 
室内実験法 数理モデル法 

最小～最大 平均 最小～最大 平均 

窒素 
平成 11 年 8 月 40.9～122 64.0 22.9～62.5 37.8 

平成 12 年 3 月 2.5～27.9 11.6 3.7～9.4 6.1 

リン 
平成 11 年 8 月 2.7～31.0 15.2 1.8～6.9 4.3 

平成 12 年 3 月 -0.9～4.6 1.0 0.2～0.5 0.3 
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表 6.3.4.20 溶出速度の設定方法 

項目 対象域 
平成 15 年度 昭和 50 年度 昭和 30 年度 

夏 季 夏 季 夏 季 

I-N の溶出速度 干潟域 
既存のモデルによる
検討で得られている
1994 年の値 

既存のモデルによ
る検討で得られて
いる 1984 年の値 

既存のモデルによる
検討で得られている
1984 年の値から年代別
のアサリ現存量比で換
算 

 干潟域以外 
運輸省第五港湾建設局(1987)による 1986
年の値 

運輸省第五港湾建設
局(1987)による 1986
年の値から透明度の
経年変化により換算 

I-P の溶出速度 干潟域 
I-N 溶出速度から
Redfield 比で換算 

I-N 溶出速度から
Redfield 比で換算 

I-N 溶出速度から
Redfield 比で換算 

 干潟域以外 
運輸省第五港湾建設局(1987)による 1986
年の値 

運輸省第五港湾建設
局(1987)による 1986
年の値から透明度の
経年変化により換算 

COD の溶出速度 全域 
運輸省第五港湾建設局(1987)による 1986
年の値 

運輸省第五港湾建設
局(1987)による 1986
年の値から透明度の
経年変化により換算 

 

２）干潟域における夏季のI-N、I-Pの溶出速度 

三河湾・一色干潟を対象とした干潟生態系モデルの検討において、1994 年 6 月および 1984

年 7 月の浮遊系と底生系間の無機態窒素の拡散速度が得られており、これを干潟域におけ

る現況と昭和 50 年代の夏季の I-N 溶出速度としてそれぞれ設定する。また、ここで得られ

た窒素の溶出速度は、二枚貝に取り込まれた植物プランクトンやデトリタスのうち、排泄

等で水中に回帰する量が大きく寄与していると考えて、昭和 30 年度については、アサリの

現存量比に基づいて設定する。 

一色干潟を対象とした干潟生態系モデルは窒素循環モデルであるため、I-P の溶出速度は

不明である。I-N 溶出速度は、二枚貝の寄与が大きいと考えられることから、排泄中の N/P

比を設定することで、上記の I-N 溶出速度から I-P 溶出速度に換算することとした。表 

6.3.4.21 に文献から得られる I-N の溶出速度と推定した三河湾の干潟域における I-P の溶出

速度を示す。 

 

表 6.3.4.21 既往文献における拡散フラックスと推定した I-P の拡散フラックス 

時 期 I-N(mg/m2/day) I-P(mg/m2/day) 
1994 年 6 月 89.1 11.4 
1984 年 7 月 108.1 15.0 
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注）リンの溶出速度の換算に使用した N/P 比は Redfield 比(7.2)を用いた 

３）干潟域における冬季のI-N、I-Pの溶出速度 

干潟域の I-N、I-P 溶出速度は、二枚貝の寄与が大きいと考えられることから、夏季と冬

季のアサリの現存量比に基づいて、冬季の現存量に対する 25℃における溶出速度を算出す

る。水質モデルでは、溶出速度は 25℃における溶出速度に対する水温の関数として与えら

れており、冬季の現存量に対する 25℃における溶出速度とモデル中で計算される水温に基

づいて次式で設定される。 

溶出速度(mg/m2/day)＝25℃における溶出速度×θT-25 

ここで、θは温度補正係数であり、COD，I-N，I-P に共通で 1.05 とする。この温度依存

項を図にすると、図 6.3.4.12 のように表現される。 
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図 6.3.4.12 温度依存項の変化 

４）干潟域を除く夏季の溶出速度（CODは干潟域を含む） 

昭和 61 年度の三河湾での溶出速度実験結果において、三河湾内 20 地点の溶出速度が測

定されていることから、これに基づいて設定する（図 6.3.4.13、表 6.3.4.22 参照）。 

先に述べたとおり、昭和 50 年代と現在では底質が横ばい傾向であることから、溶出速度

は昭和 50 年代と平成 15 年は同じとして設定する。また、昭和 30 年代の溶出速度は、溶出

速度あるいは底質等のデータがないことから、ここではヒアリング結果を受けて底質や底

泥からの溶出速度が水中の懸濁物の沈降量に依存すると考え、水中の懸濁物量の指標とし

て古くからデータのある透明度の変化から推定する。これらから、計算を行う各年代の設

定方法をまとめると以下のようになる。 

平成 15 年：昭和 61 年の溶出速度と変化していないとして設定 

昭和 50 年：昭和 61 年の溶出速度を設定 

昭和 30 年：昭和 61 年と昭和 30 年の透明度の変化に基づいて、昭和 61 年の溶出速度か
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ら昭和 30 年の溶出速度を推定して設定 

 

図 6.3.4.13 溶出速度の調査地点 

 

表 6.3.4.22 三河湾の溶出速度(単位：mg/m2/day)  

項目   地

点 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

COD 140 180 174 120 101 
95.

6 
136

31.

8

53.

8

33.

8

49.

2

68.

3

37.

1

38.

9

13.

3
120 

79.

4 

67.

6 

58.

1

79.

0

NH4-N 
14.

9 

17.

6 

21.

2

19.

6 

14.

5 
9.7 

16.

4

13.

6

17.

8

12.

0
7.4

18.

2

13.

4
9.5 6.3 

13.

2 

18.

6 

14.

0 

11.

4

26.

3

PO4-P 3.2 4.3 5.3 4.2 4.8 1.3 5.9 1.1 2.5 0.7 1.7 2.5 1.5 1.9 1.4 3.8 2.2 2.8 2.1 8.1

実験条件：水温 25℃（運輸省第 5 港湾建設局(1987)） 

 

表 6.3.4.22 に示す溶出速度の結果を用いて、図 6.3.4.14 に無機態窒素、リン、ＣＯＤの

分布を作成した。これらの分布状況を勘案しながら、三河湾内を 20 個のブロックに分割し

て溶出速度を設定した。溶出速度のブロック分割を図 6.3.4.15 に示す。 
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図 6.3.4.14(1) I-N 溶出速度実験結果の分布（実験水温条件：25℃） 単位：mg/m2/day 

 

図 6.3.4.14 (2) I-P 溶出速度実験結果の分布（実験水温条件：25℃） 単位：mg/m2/day 
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図 6.3.4.14 (3) COD 溶出速度実験結果の分布（実験水温条件：25℃） 単位：mg/m2/day 

 

図 6.3.4.15  溶出速度のブロック分割 
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昭和 30 年の溶出速度の設定については、昭和 61 年と昭和 30 年の透明度の変化に基づい

て、昭和 61 年の溶出速度から昭和 30 年の溶出速度を推定して設定することとした。懸濁

物量と透明度の関係を明らかにするために、図 6.3.4.16 に平成 15 年度公共用水域水質測定

結果のうち三河湾内 22 地点と三河湾湾口付近 2 地点の計 24 地点における毎月の透明度と

懸濁態窒素濃度の関係を示す。 
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図 6.3.4.16 透明度と懸濁態窒素の関係 

 

図 6.3.4.17 に三河湾における透明度とアマモ場面積の変化を示す。溶出速度調査が行わ

れた昭和 61（1986）年には透明度は約 3.2m であったが、昭和 30（1955）年にはおよそ 5.5m

であった。 

 

図 6.3.4.17 三河湾における透明度とアマモ場面積の変化（武田ら(2005)） 
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図 6.3.4.16 の関係式によれば、透明度 3.2m では懸濁態窒素濃度は約 0.16mg/L、同様に

透明度 5.5m では 0.10mg/L となり、両者の懸濁物量は昭和 61 年度:昭和 30 年度＝1:0.62 と

なる。この懸濁物量の年代比を用いて、昭和 30 年度の溶出速度を設定する（表 6.3.4.23）。 

表 6.3.4.23 昭和 30 年度の三河湾の溶出速度(単位：mg/m2/day) 

項目   地

点 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

COD 
86.

8 
112 108 

74.

4 

62.

6 

59.

3 

84.

3

19.

7

33.

4

21.

0

30.

5

42.

3

23.

0

24.

1
8.2 

74.

4 

49.

2 

41.

9 

36.

0

49.

0

NH4-N 9.2 
10.

9 

13.

1

12.

2 
9.0 6.0 

10.

2
8.4

11.

0
7.4 4.6

11.

3
8.3 5.9 3.9 8.2 

11.

5 
8.7 7.1

16.

3

PO4-P 2.0 2.7 3.3 2.6 3.0 0.8 3.7 0.7 1.5 0.4 1.0 1.5 0.9 1.2 0.9 2.4 1.4 1.7 1.3 5.0

 

５）干潟域を除く冬季の溶出速度（CODは干潟域を含む） 

冬季の溶出速度は、干潟域の I-N,I-P 溶出速度と同様、溶出速度の水温関数に基づいて、

モデル内で計算される冬季の水温から設定される。 

溶出速度(mg/m2/day)＝25℃における溶出速度×θT-25 

（温度補正係数θ：1.05、図 6.3.4.12 参照） 

 

（３）DO消費速度 

１）設定方法 

DO 消費速度については、干潟域とそれ以外で設定方法を区分する（表 6.3.4.24）。 

表 6.3.4.24 DO 消費速度の設定方法 

項 目 対象域 
平成 15 年度 昭和 50 年度 昭和 30 年度 

夏 季 夏 季 夏 季 

DO 消費速度 
干潟域 速度関数 速度関数 速度関数 

干潟域以外 DO/P 比 DO/P 比 DO/P 比 

 

２）干潟域における夏季のDO消費速度 

干潟域のベントスの呼吸による DO 消費速度について、マクロベントスが全てアサリと

して、次式に基づいてアサリの現存量から干潟域の DO 消費速度を設定する（表 6.3.4.25）。

また、アサリの現存量（表 6.3.4.6）に基づいて DO 消費速度の経年的な変化も考慮する。 

DO 消費速度(mg/m2/day)＝Q(mgO2/g 殻付 WW/hr)×現存量(g/m2)×24(hr) 

Q：25℃でのアサリの酸素消費量（0.082 mgO2/g 殻付 WW/hr）（(社) 日本水産資源保護

協会(1994) 
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表 6.3.4.25 アサリ現存量から推定した夏季の DO 消費速度(単位：mgO2/m
2/day) 

 DO 消費速度 

平成 15 年度 350.3 

昭和 50 年度 741.0 

昭和 30 年度 401.9 

 

３）干潟域における冬季のDO消費速度 

DO 消費速度は、溶出速度と同様に、冬季のアサリ現存量に基づく 25℃における DO 消

費速度を基準とする水温の関数として次式によって設定される。 

DO 消費速度(mgO2/m
2/day)＝25℃における DO 消費速度×θT-25 

（温度補正係数θ：1.05、図 6.3.4.12 参照） 

 

４）干潟域を除くDO消費速度 

三河湾における既往の速度実験では、DO 消費速度は調査されていない。ここでは、DO

消費速度に影響を受けていると考えられる I-Pの溶出速度からDO消費速度を推定すること

とする。 

バクテリア等が有機物を分解する際に消費する間隙水中の酸素で、底泥の DO 消費速度

が説明されるものと仮定する。ここで、バクテリアの体組成比を Redfield 比と同じとすると、

リン 1mg 取り込む時の酸素消費量は DO/P=143.0 であり、リンの溶出速度から底泥の DO 消

費速度を算定する。 

【Redfield の式】 

106CO2+16HNO3+H3PO4+122H2O⇔(CH2O)106(NH3)16(H3PO4)+138O2 

上式においてリン 1mg を植物プランクトンが取り込まれた時の DO の生成量は 

DO/P=138O2/P＝138×16×2/31≒143.0 である。 

三河湾の I-P 溶出速度（表 6.3.4.22）から算定した夏季の DO 消費速度を表 6.3.4.26 に示

す。この方法により、すべての年代について季節別に算定した I-P の溶出速度からＤＯ消費

速度を設定する。 

DO 消費速度(mgO2/m
2/day)＝リンの溶出速度(mg/m2/day)×143.0 
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表 6.3.4.26 三河湾の I-P 溶出速度から推定した夏季の DO 消費速度(単位：mgO2/m
2/day) 

 DO 消費速度 

最 小 94.7 

最 大 1154.0 

平 均 438.3 

注）図 6.3.4.13 に示す 20 地点の統計値であるが、計算では 20 地点の
それぞれの値をブロック分割(図 6.3.4.15)して、計算範囲の条件と
して設定する。 

 

図 6.3.4.18 底泥のＤＯ消費速度の分布（実験水温条件：25℃） 単位：mg/m2/day 
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（４）非生物体有機態の懸濁態含有比 

平成 13 年度に国土交通省中部地方建設局三河港湾工事事務所により三河湾における干潟

域およびその周辺域の水質調査が実施されている。その調査結果から非生物体有機態の懸

濁態含有比を下式により算定し、得られた懸濁態含有比を表 6.3.4.27 に示す。なお、この

調査では、懸濁態の非生物体有機態 COD が測定されていないため、POC/TOC を

PCOD/COD 比とする。 

 

非生物体有機態窒素（懸濁態） 
=

PON  - 植物プランクトン態窒素 

非生物体有機態窒素（懸濁態＋溶存態） O-N  - 植物プランクトン態窒素 

   

非生物体有機態リン（懸濁態） 
=

POP  - 植物プランクトン態リン 

非生物体有機態リン（懸濁態＋溶存態） O-P  - 植物プランクトン態リン 

   

非生物体有機態炭素（懸濁態） 
=

POC  - 植物プランクトン態炭素 

非生物体有機態炭素（懸濁態＋溶存態） TOC  - 植物プランクトン態炭素 

 

 

 

 

表 6.3.4.27 非生物体有機物の懸濁態含有比 

項 目 含有比 

PON/O-N 0.80 

POP/O-P 0.55 

PCOD/COD (POC/TOC) 0.62 
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注)ここで示した O-N,O-P,TOC,PON,POP,POC は、非生物体有機物として植物プランクトン態を差

し引いている。なお、動物プランクトン態有機物が測定されていないため、動物プランクト
ン態の影響は考慮していない。 

図 6.3.4.19 非生物体有機物と懸濁態との関係 
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（５）境界条件および初期値 

１）設定項目と設定に用いるデータ 

設定項目と設定に用いるデータは表 6.3.4.28 に示すとおりである。 

初期値については、計算範囲のすべての格子に同じ値を層ごとに設定する。 

 

表 6.3.4.28 境界条件と初期値：設定項目と設定に用いるデータ 

モデルで設定する項目 設定データ 

植物プランクトン（chl-a） 公共用水域の水質測定結果(平成 11～15 年度の季節別平均)

動物プランクトン(炭素量) 中部国際空港アセス  

無機態窒素(I-N) 公共用水域の測水質定結果(平成 11～15 年度の季節別平均)

の T-N から換算（表 6.3.4.33、表 6.3.4.34） 有機態窒素(O-N) 

無機態リン(I-P) 公共用水域の水質測定結果(平成 11～15 年度の季節別平均)

の T-P から換算（表 6.3.4.33、表 6.3.4.34） 有機態リン(O-P) 

化学的酸素要求量(COD) 公共用水域の水質測定結果(平成 11～15 年度の季節別平均)

溶存酸素(DO) 公共用水域の水質測定結果(平成 11～15 年度の季節別平均)

 

２）設定に用いた公共用水域の水質測定結果データ 

 境界条件は三河湾のモデル開境界に近い N-9 の公共用水域の水質測定結果を用いて設定

し、初期値は三河湾内の水質測定結果の平均値を用いて設定する（図 6.3.4.20）。 

 N-9 における水質測定結果（平成 11～15 年度の季節別平均）の平均値算定する際、特異

値は除外した（T-N、COD：平成 14 年 7 月、T-N：14 年 7 月、平成 15 年 9 月及び平成 16

年 1 月、DO：平成 15 年 9 月及び平成 15 年 12 月）(図 6.3.4.21)。 

 N-9 では窒素・リン以外は、上層と中層で測定されており、下層のデータが存在しない（表 

6.3.4.29）。そこで、境界条件の鉛直分布を考慮するために、上中下層で測定している三河

湾の A-8 のデータを参考にして、境界値の鉛直分布を仮定する。鉛直方向の設定方法を表 

6.3.4.30 に示す。 

 窒素およびリンについては、N-9 地点、A-8 地点とも上層でしか測定されていないため、

以下の方法で設定する。 

 初期値については「農林水産生態系における汚染物質の循環と指標生物に関する研究

（昭和 47 年度）」で調査されている無機態窒素の鉛直分布に基づいて補正を行う（図 

6.3.4.22、図 6.3.4.23、表 6.3.4.31 参照）。 

 境界値については、「中部国際空港株式会社、愛知県(1999)：中部国際空港建設事業及

び空港島地域開発用地埋立造成事業に関する環境影響評価書」で調査されているデー

タ（調査地点は図 6.3.4.24 参照）の鉛直分布に基づいて補正を行う(図 6.3.4.25、表 
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6.3.4.32 参照)。 

 窒素およびリンについて、有機態と無機態の分画方法 

 初期値については、三河湾内の既往調査のデータから表 6.3.4.33 に示す比率を用いた。 

 境界値については、既往調査の三河湾の湾口に近いデータから表 6.3.4.34 に示す比率

を用いた。 

 

 S30 および S50 の境界濃度の設定方法 

 昭和 30 年代および昭和 50 年代の水質は、公共用水域水質測定結果が少なく、30 年代

は存在しない。 

 透明度は古い年代から整理されており、この透明度の変化に基づいて、現況の水質濃

度から推定する（現況:S50＝1:1.07、現況:S30=1:0.58）。 
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図 6.3.4.20 三河湾およびその周辺における公共用水域調査地点 
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図 6.3.4.21 境界に近い N-9 における水質測定結果 
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表 6.3.4.29 三河湾口周辺にある調査地点の測定層 

測定層(測定水深) Ｎ－９ Ｎ－１３ Ｋ－６ Ａ－８ Ａ－１４ 
上層(0m) ○ ○ ○ ○ ○ 
中層(5m) △ △ × △ × 

下層(底上 1m) × × × △ (約 19m) × 

注：○全項目測定、△一部項目測定（窒素・リン以外）、×測定なし 

表 6.3.4.30 初期値、境界値の鉛直的な設定（窒素およびリンを除く項目） 

層 初期値 境界値 

1 層（水深 0～5ｍ） 三河湾内の上層の平均値 Ｎ－９地点の上層 

2 層（水深 5～10ｍ） 三河湾内の中層の平均値 Ｎ－９地点の中層 

3 層（水深 10ｍ～海底） 

（最大水深 28m） 
三河湾内の下層の平均値 

Ｎ－９地点では下層で測定されて

いないため、下式に基づき、Ｎ－

９の中層の値にＡ－８の下層／中

層比を乗じて設定 注） 

N-9 中層×（A-8 下層／A-8 中層）

注1) 三河湾内の平均値を求める際には港内の奥部などの K-1～3,A-3,12 を除いた。 
注2) 窒素およびリンについては、Ｎ－９地点および三河湾内の地点のほとんどが上層でしか測

定されていないため、初期値の 2 および 3 層について「農林水産生態系における汚染物質
の循環と指標生物に関する研究（昭和 47 年度）」で調査されている無機態窒素の鉛直分布
に基づいて補正。境界値の 2 および 3 層については、中部空港の評価書で調査されている
窒素、リンの鉛直分布に基づいて補正した。 

 

 

 

図 6.3.4.22 東三河湾における DO と無機態 Nの鉛直分布および調査地点 
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東海区水産研究所・南西海区水産研究所・水産大学校（1973） 
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注）無機態窒素濃度は、図 6.3.4.22 のグラフ読み取り値を平均した。 

図 6.3.4.23 東三河湾における 7調査点の平均無機態窒素の鉛直分布 

 

表 6.3.4.31 無機態窒素の鉛直分布に基づく栄養塩の初期値の鉛直的な設定 

層 濃度比 

1 層（水深 0～5ｍ） 1.00 

2 層（水深 5～10ｍ） 3.75 

3 層（水深 10ｍ～海底）

（最大水深 28m） 
4.46 

注）１層の濃度を 1 としたときの栄養塩濃度の比を示す。 
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図 6.3.4.24 既往資料における境界に近い調査地点（St.17） 
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注）平成 5～7年の 3ヵ年も季節平均（3ヶ月）の平均値より作成 

図 6.3.4.25St.17 の窒素、リンの鉛直プロファイル（このプロファイルを N-9 のプロファイルと

する） 

 

表 6.3.4.32St.17 の鉛直分布に基づく窒素・リンの境界値の鉛直的な設定(1 層を 1とした比率) 

水質項目 1 層 2 層 3 層 

夏季 
T-N 1.00 0.98 0.99 

T-P 1.00 0.92 0.85 

冬季 
T-N 1.00 0.96 0.96 

T-P 1.00 0.99 0.98 
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表 6.3.4.33 全窒素および全リンに対する有機態、無機態の含有比(初期値の設定に利用) 

項目 含有比 

O-N/T-N 0.76 (図 6.3.4.26 参照) 

I-N/T-N 0.24 (O-N/T-N 比より算出) 

O-P/T-P 0.93 (図 6.3.4.26 参照) 

I-P/T-P 0.07 (O-P/T-P 比より算出) 
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図 6.3.4.26 全窒素および全リンに対する有機態の関係(初期値の設定に利用) 

 

 

表 6.3.4.34 既往資料における St.17 の全窒素および全リンに対する 

有機態、無機態の含有比 

水質項目 1 層 2 層 3 層 

夏
季 

I-N/T-N 図 6.3.4.2７より 0.21 0.26 0.29 
O-N/T-N I-N/T-N より算出 0.79 0.74 0.71 
I-P/T-P 図 6.3.4.2７より 0.24 0.28 0.34 
O-P/T-P I-P/T-P より算出 0.76 0.72 0.66 

冬
季 

I-N/T-N 図 6.3.4.2７より 0.32 0.30 0.32 
O-N/T-N I-N/T-N より算出 0.68 0.70 0.69 
I-P/T-P 図 6.3.4.2７より 0.50 0.49 0.51 
O-P/T-P I-P/T-P より算出 0.50 0.51 0.49 

注）上記データは平成 7～平成 9 年度の調査結果で、第 1 層は 0m 層、第 2 層
は 5m 層、第 3 層は 10m,15m,20m 層で、季節別(夏季は 7,8,9 月、冬季は 12,1,2
月)のデータより求めた。 
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図 6.3.4.27(1) 既往資料における全窒素および全リンに対する無機態の関係（St.17、夏季） 
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図 6.3.4.27 (2) 既往資料における全窒素および全リンに対する無機態の関係（St.17、冬季） 

 

 



 

 686- 

３）初期値および境界条件の設定値 

初期値の設定値を表 6.3.4.35 に、境界値の設定値を表 6.3.4.36 に示す。 

表 6.3.4.35  設定する初期値（各年代共通） 

項 目 単 位 
夏季 冬季 

1 層 2 層 3 層 1 層 2 層 3 層 

植物プランクトン（Chl-a） μg-Chl.a/L 18.9 15.7 6.2 14.7 14.4 16.0 

動物プランクトン(炭素量) mgC/L 0.02 0.02 0.01 0.02 0.02 0.01 

無機態窒素(I-N) mgN/L 0.07 0.27 0.32 0.10 0.39 0.46 

有機態窒素(O-N) mgN/L 0.23 0.23 0.23 0.33 0.33 0.33 

無機態リン(I-P) mgP/L 0.003 0.012 0.014 0.003 0.010 0.012 

有機態リン(O-P) mgP/L  0.043 0.043 0.043 0.036 0.036 0.036 

化学的酸素要求量(COD) mgO2/L 4.0 3.4 3.0 3.7 3.7 2.6 

溶存酸素(DO) mgO2/L 8.5 6.6 4.4 10.3 10.3 9.6 

注1) 初期値の設定は三河湾の公共用水域の平均値より設定した。但し、閉鎖性の強い衣浦港の
奥部(K-1～3)や渥美湾の奥(A-3,12)は除外した。 

注2) 全窒素および全リンから有機態、無機態への分画は、既往資料を基に設定した。 
注3) 公共用水域水質の測定では、第 2,3 層に相当する下層での窒素やリンの結果がほとんどな

いことから、既往資料の無機態窒素の鉛直分布を参考に、第 2層、第 3層の無機態窒素、
リンの濃度を設定した。有機態窒素、リンは鉛直方向に一様とした。 

表 6.3.4.36 水質の境界値（現況） 

項 目 単 位 
夏季 冬季 

1 層 2 層 3 層 1 層 2 層 3 層 

植物プランクトン（Chl-a） μg-Chl.a/L 7.0 7.0 3.2 7.3 7.3 6.0 

動物プランクトン(炭素量) mgC/L 0.02 0.02 0.01 0.02 0.02 0.01 

無機態窒素(I-N) mgN/L 0.06 0.07 0.08 0.07 0.07 0.07 

有機態窒素(O-N) mgN/L 0.21 0.19 0.19 0.16 0.15 0.15 

無機態リン(I-P) mgP/L 0.006 0.007 0.008 0.011 0.011 0.011 

有機態リン(O-P) mgP/L  0.020 0.017 0.015 0.011 0.011 0.010 

化学的酸素要求量(COD) mgO2/L 2.7 2.5 2.5 1.6 1.6 1.6 

溶存酸素(DO) mgO2/L 7.9 7.4 2.3 9.4 9.2 9.2 

注1) 境界値は公共用水域 N-9 の平成 11～15 年度の季節別平均から設定した（表中黒で示す値）。 
注2) 動物プランクトンは公共用水域水質測定で測定されていないため、中部国際空港アセスの境

界条件から設定した（表中緑で示す値）。 
注3) 公共用水域水質測定では、N-9 において Chl-a、COD、DO については下層で測定されていな

いため、公共用水域 A-8 の下層／中層比から下層の値を設定した（表中青で示す値）。 
注4) 公共用水域水質測定では、N-9 において窒素およびリンについては中、下層で測定されてい

ないため、既往資料の境界に近い調査地点の鉛直濃度比から、第 2層、第 3層の全窒素およ
び全リンを設定した（表中橙で示す値）。 

注5) 全窒素および全リンから有機態、無機態への分画は、既往資料の境界に近い調査地点の層別
の全窒素および全リンに対する有機態、無機態の関係を基に設定した（表中赤で示す値）。 
注6) 昭和 30 年代および昭和 50 年代の境界値は透明度の変化に基づき設定した（現

況:S50＝1:1.07、現況:S30=1:0.58）。 
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（６）諸係数 

当該海域の既往計算事例から、植物プランクトンの最大増殖速度、最適日射量、呼吸速

度、沈降速度、動物プランクトンに関するパラメータ、有機物の分解速度、沈降速度等を

設定した。 

モデルのパラメータの設定は、表 6.3.4.37 に示す資料を参考に、再現性を踏まえて設定

した。本計算に用いた水質モデルのパラメータを表 6.3.4.38 に示す。このパラメータは平

成 15 年を対象とした再現計算で設定したパラメータであり、昭和 30 年、昭和 50 年の計算

は同じパラメータを用いた。 

 

表 6.3.4.37  参考資料 

資料１ 中田 喜三郎(1993):生態系モデル－定式化と未知のパラメータの推定法－, 

Journal of Advanced Marine Technology Conference, Vol.7/8, 99-131 

資料２ 気象庁(2001)：平年値(統計期間 1971～2000 年) 

資料３ 国立天文台ホームページ（http://www.nao.ac.jp/） 

資料４ 田口浩一・中田喜三郎・市川哲也(1999)：A 3-D simulation of the lower tropic 

ecosystem in the Ise-Mikawa Bay estuary using a coupled physical and 

biochemical model. J. Adv. Mar. Sci. Tech.,Vol.5,No.1&2,1999.PP.49-62 

資料５ 運輸省第五港湾建設局三河港工事事務所(1987)：昭和 61 年度三河湾物質循環機

構調査報告書、昭和 62 年 2 月 

資料６ 鈴木輝明・寺澤知彦(1997)：富栄養化海域における貧酸素水塊の数値解析による

再現と工学的改善効果の検討－伊勢・三河湾における事例研究－, J. Adv. Mar. 

Sci. Tech.,Vol.3,No.1,1997.PP.81-102 

資料７ 土木学会(2004)：環境工学公式・モデル・数値集,第 2編 環境動態,第 2章 水環

境と生態系 

資料８ 堀江毅(1987)：海域の物質循環過程のモデル化と浄化対策効果の予測手法につい

て,港湾技術研究所報告,第 26 巻,第 4号,PP.57-123. 
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表 6.3.4.38(1) 水質モデルのパラメータ（植物プランクトン） 

パラメータ 
設定値 

出典 
夏季 

λg 
植物プランクトンによる光の減衰係

数 
0.090 資料１ 

λh その他の光の減衰係数 0.640 資料１ 

Is 最適光量(MJ/m2) 8.78 
資料１より珪藻と渦鞭毛藻の
平均値を設定 

I0 平均全天日射量(MJ/m2) 15.2 
資料２の名古屋地方気象台の
季節平均値を設定 

DL 日長(hour) 14.0 
資料３より名古屋における日
の出、日の入時刻を参考に設定

KIN 
無 機 態 窒 素 濃 度 の 半 飽 和 定 数
(mgN/L) 

0.042 
詳細を(1)､(ｲ)に記載 

KIP 
無 機 態 リ ン 濃 度 の 半 飽 和 定 数
(mgP/L) 

0.003 

μPmax 
夏季：20℃における植物プランクト
ンの最大光合成速度(1/day) 

2.0 
資 料 １ に 示 さ れ た
Eppley(1972)による藻類の最
大光合成速度を参考に設定 

RP 
20℃における植物プランクトンの死
滅率(1/day) 

0.2 
詳細を(1),(ｴ)に記載 

θP 
植物プランクトンの死滅率の温度補
正係数 

1.05 

ωP 
植 物 プ ラ ン ク ト ン の 沈 降 速 度
(m/day) 

0.3 
資料４の値(=0.2m/day)を参考
に、水質濃度の再現性を考慮し
て設定 

αP 植物プランクトンの回帰率 0.5  

 

表 6.3.4.38 (2)  水質モデルのパラメータ（動物プランクトン） 

パラメータ 設定値 出典 

γPZ 
植物プランクトンからの動物プランクトン炭素
量への換算係数 

48.5 資料４ 

αZ 植物プランクトン同化率 0.7 資料１ 

RZ 
20℃における動物プランクトンの呼吸による分
解速度(1/day) 

0.076 
詳細を(2),(ｲ)に記載 

θZ 
動物プランクトンの呼吸による分解速度の温度
補正係数 

1.05 

DZ 
20℃における動物プランクトンの自然死滅速度
(1/day) 

0.15 詳細を(2),(ｴ)に記載 

Cgmax 
20℃における最大濾水速度 
(1/mgC/day) 

0.8 
詳細を(2),(ｵ)に記載 

θPg 動物プランクトンの濾水速度の温度補正係数 1.05 
KPg 飽食効果に対する半飽和定数 0.012 
αZI 動物プランクトンの回帰率 0.5 詳細を(2),(ｳ)に記載 
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表 6.3.4.38 (3)  水質モデルのパラメータ（窒素） 

パラメータ 設定値 出典 
γPN 植物プランクトンからの窒素量への換算係数 3.05 詳細を(1),(ｳ)に記載 

κN 20℃における有機態窒素の無機化分解速度
(1/day) 

0.020 
詳細を(3),(ｱ)に記載 

θON 窒素分解速度の温度補正係数 1.05 
γZN 動物プランクトンからの窒素量への換算係数 0.208 詳細を(2),(ｱ)に記載 
θIN 底泥からの無機態窒素溶出速度の温度補正係数 1.05 詳細を(4)に記載 
WIN 底泥からの無機態窒素溶出速度(mg/m2/day) 

エリア
別 

資料５を基に設定 

ωON 有機態窒素の沈降速度(m/day) 0.2 詳細を(3),(ｲ)に記載 

 

表 6.3.4.38 (4)  水質モデルのパラメータ（リン） 

パラメータ 設定値 出典 
γPP 植物プランクトンからのリン量への換算係数 0.30 詳細を(1),(ｳ)に記載 

κP 
20℃における有機態リンの無機化分解速度
(1/day) 

0.020 
詳細を(3),(ｱ)に記載 

θOP リン分解速度の温度補正係数 1.05 
γZP 動物プランクトンからのリン量への換算係数 0.015 詳細を(2),(ｱ)に記載 
θIP 底泥からの無機態リン溶出速度の温度補正係数 1.05 詳細を(4)に記載 

WIP 
底泥からの無機態リン溶出速度(mg/m2/day) エリア

別 
資料５を基に設定 

ωOP 有機態リンの沈降速度(m/day) 0.2 詳細を(3),(ｲ)に記載 

 

表 6.3.4.38 (5)  水質モデルのパラメータ（COD） 

パラメータ 設定値 出典 
γPC 植物プランクトンのＣＯＤへの換算係数 66.93 詳細を(1),(ｳ)に記載 

γZC 動物プランクトンのＣＯＤへの換算係数 1.46 詳細を(2),(ｱ)に記載 
κC 20℃におけるＣＯＤの分解速度(1/day) 0.020 

詳細を(3),(ｱ)に記載 
θOC COD 分解速度の温度補正係数 1.05 
θCOD 底泥からの COD 溶出速度の温度補正係数 1.05 詳細を(4)に記載 
WCOD 

底泥からの COD 溶出速度(mg/m2/day) 
エリア
別 

資料５を基に設定 

ωCOD COD の沈降速度(m/day) 0.3 詳細を(3),(ｲ)に記載 

 

表 6.3.4.38 (6)  水質モデルのパラメータ（DO） 

パラメータ 設定値 出典 
γOP 植物プランクトンの DO への換算係数 174.6 詳細を(1),(ｳ)に記載 
γOZ 動物プランクトンの DO への換算係数 3.31 詳細を(2),(ｱ)に記載 
θSOD 底泥の DO 消費速度の温度補正係数 1.05 詳細を(4)に記載 

WSOD 底泥の DO 消費速度(mg/m2/day) エリア別
資料５をもとにリンの溶出速

度から設定 

κOS 再ばっ気係数(m/day) 3.0 
既往事例（資料 6：0.15、資料
8：0.50）を参考に、水質の再
現性を考慮して設定 

θOS 再ばっ気係数の温度補正係数 1.00 温度依存性はないと仮定 
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１）植物プランクトン 

（ａ）光合成速度の最適温度 

夏季の再現計算で設定したパラメータで、冬季の再現計算を実施すると、計算で求めら

れるクロロフィル a 量が、観測値にくらべて濃度レベルが低い傾向であった。そこで、冬季

における植物プランクトンの増殖速度の最適温度を 20℃から 15℃に変更を行った。これに

より冬季のクロロフィル a の再現性が向上した。 

三河湾における植物プランクトンの増殖速度に関しては、中田(1993)によれば表 6.3.4.39

に示す三河湾での珪藻類と鞭毛藻類を対象とした増殖速度の実験結果を示している。これ

を図に表すと図 6.3.4.30 のような分布となり、中田(1993)では、珪藻類は好適温度範囲が広

いこと、鞭毛藻類は 20,25℃で増殖速度が高くなり、一般に暖水期に多く出現することと対

応していることを述べている。 

表 6.3.4.39 増殖速度の変化 

水温(℃) 15 20 25 30 35 

珪藻類 1.93 2.21 1.93 2.13 0.0 

鞭毛藻類 1.03 1.49 1.49 1.08 0.0 

出典：中田(1993)  
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図 6.3.4.28 三河湾における珪藻類、鞭毛藻類の増殖速度の実験結果 

上記に関連して、愛知県水産試験場が実施している赤潮発生状況の平成 15 年度の結果(図 

6.3.4.29)をみると、鞭毛藻(Dinoflagellate)は 5,6 月に出現が多く、珪藻類(Diatoms)は 5 月～10

月に発生が多いが、冬季の 1,2 月も発生している状況である。これは上述の中田(1993)が示

している珪藻類の増殖に関して好適温度条件が広いことと一致している。 



 

 

6
-
7
3

 
出典：愛知県水産試験場(2004)   

図 6.3.4.29 平成 15 年に伊勢湾、知多湾及び渥美湾で赤潮を形成した主な種の発生状況 

（上段：伊勢湾、中段：知多湾、下段：渥美湾） 
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そこで、本研究における水質モデルの植物プランクトンの増殖に最適な温度は夏季は

20℃、冬季は 15℃とした。このパラメータで水温の変化に伴う増殖速度は図 6.3.4.30 に示

すような変化がモデルで考慮される。 
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図 6.3.4.30 最適水温の違いによる増殖速度の変化 

 

（ｂ）窒素、リンの半飽和定数 

既往資料では窒素およびリンの半飽和定数は表 6.3.4.40 のような値が示されている。こ

れらの値を参考に、水質の再現性を考慮して設定した。 

表 6.3.4.40 半飽和定数の事例 

資料 窒素 リン 

資料１ 
アンモニウム塩：0.028
硝酸塩    ：0.014

0.031 

資料４ 
アンモニウム塩：0.021
硝酸塩    ：0.021

0.0062 

資料６ 0.042 0.0046 

（ｃ）体組成比 

植物プランクトンの体組成比は資料１および資料４を参考に、 

C/Chl-a 重量比＝48.5、C/P 重量比＝161.3、C/N 重量比＝15.9(資料４より) 

COD/C 重量比＝1.38（資料１より） 

O2/C 重量比＝3.60（資料４より） 

とし、モデルで使用する植物プランクトンからの窒素量への換算係数は、 

N/Chl-a＝C/Chl-a÷C/N＝48.5÷15.9＝3.05 

また、植物プランクトンからのリン量への換算係数は、 

Ｐ/Chl-a＝C/Chl-a÷C/P＝48.5÷161.3＝0.3 

とした。 
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植物プランクトンからの COD 量への換算係数は、 

COD/Chl-a＝COD/C×C/Chl-a＝1.38×48.5＝66.93 

とした。 

植物プランクトンの光合成による酸素供給および呼吸による酸素消費は、植物プランク

トンの増殖量および現存量と O2/Chl-a 比から求められる。 

O2/Chl-a＝O2/C×C/Chl-a＝3.60×48.5＝174.6 

（ｄ）死滅率 

本研究のモデルで表現している植物プランクトンの死滅率は、既往事例の低次生態系モ

デルではさらに詳細に枯死、呼吸で表現されているものに該当する。定式化が異なるが、

資料６に示された枯死速度と呼吸速度を参考にして、本モデルの設定値は水質の再現性を

考慮して設定した（図 6.3.4.31）。 
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図 6.3.4.31 植物プランクトンの死滅率 

（ｅ）回帰率 

本研究のモデルで表現されている植物プランクトンの死滅率（枯死、呼吸）によって無

機態の窒素およびリンに回帰する量を定義しているパラメータである。既往事例ではこの

ような定式化がなされていないため、参考となる値はない。 

死滅率で表現されているものは枯死や呼吸であるため、枯死では有機態の窒素とリンに、

呼吸では無機態の窒素とリンに回帰すると考える。図 6.3.4.31 に示すように既往事例の呼

吸速度＋枯死速度と呼吸速度の比率をみると、0～35℃の範囲で 0.36～0.5 という比率にな

る。 

本研究では、水質計算の再現性を考慮して 0.5 を採用した。 
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２）動物プランクトン 

（ａ）体組成比 

動物プランクトンの体組成比は資料１および資料４を参考に、 

C/P 重量比＝64.6、C/N 重量比＝4.8、（資料 4より） 

COD/C 重量比＝1.46（資料１より） 

O2/C 重量比＝3.31（資料４より） 

とし、モデルで使用する動物プランクトンからの窒素量への換算係数は、 

N/C＝1÷4.8＝0.208 

また、動物プランクトンからのリン量への換算係数は、 

P/C＝1÷64.6＝0.015 

とした。 

動物プランクトンからの COD 量への換算係数は、COD/C=1.46 とした。 

植物プランクトンの呼吸による酸素消費は、動物プランクトンの現存量と O2/C 比から求

められる（O2/C＝3.31）。 

（ｂ）呼吸速度 

本研究のモデルで表現している動物プランクトンの呼吸速度は、動物プランクトンの排

泄量を表現している。定式化は既往事例の低次生態系モデルとは異なるため、設定値を単

純に比較できない。そこで、資料１で示された呼吸速度を参考にして、本モデルの設定値

は水質の再現性を考慮して設定した（図 6.3.4.32）。 
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図 6.3.4.32 動物プランクトンの呼吸速度 
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（ｃ）回帰率 

回帰率は、呼吸速度で表現した動物プランクトンの排泄量のうち、植物プランクトンに

寄与する部分が無機態窒素、リンに回帰する割合を表現したものである。 

設定値(=0.5)については、水質の再現性を考慮して設定した。 

（ｄ）死滅速度 

動物プランクトンの死滅速度について、既往事例（資料 6）の水温変化と本研究のモデル

の採用値を図 6.3.4.33 に示す。資料 6 では水温変化に応じて動物プランクトンが自然死亡

するような定式化を行っている。本研究のモデルでは水温の変化に関わらず、一定の速度

で死滅するとして表現している。 

設定値については、水質の再現性を考慮して設定した。 
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図 6.3.4.33 動物プランクトンの死滅速度 

（ｅ）濾水速度 

濾水速度(Cg)は次式で表され、20℃における最大濾水速度(Cgmax)、温度補正係数(θPg)、捕

食の半飽和定数(KPg)である。 

PK
K

CC
Pg

PgT
Pggg +

= −20
maxθ  

最大濾水速度については、資料７に示されている動物プランクトンの濾水速度を参考に、

水質の再現性を考慮して設定した。温度補正係数(図 6.3.4.34)および捕食の半飽和定数につ

いても、水質の再現性を考慮して設定した。 
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図 6.3.4.34 温度補正係数の設定値の違いによる変化 

 

３）有機物 

（ａ）分解速度 

低次生態系モデルの既往事例では、有機物は懸濁態有機物と溶存態有機物に分画された

モデルであり、本研究のモデルとは構成要素と定式化が異なっている。資料１で示されて

いる懸濁態有機物、溶存態有機物の分解速度の温度変化を参考に、本モデルの設定値は水

質の再現性を考慮して設定した（図 6.3.4.35）。 
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（POM：懸濁態有機物、DOM：溶存態有機物） 

図 6.3.4.35 有機物の分解速度 
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（ｂ）O-N,O-P,COD の沈降速度 

既往資料では懸濁態有機物の沈降速度は表 6.3.4.41 のような値が示されている。これら

の値を参考に、水質の再現性を考慮して設定した。 

表 6.3.4.41 懸濁態有機物の沈降速度の事例 

資料 設定値 

資料１ 1.0(m/day) 

資料４ 0.5(m/day) 

資料６ 0.324(m/day) 

 

４）溶出速度およびDO消費速度の温度補正係数 

溶出速度および DO 消費速度に関する温度補正係数は、既往資料（資料８）の三河湾の

事例をみると、温度補正係数θは COD の場合 1.09、リンの場合 1.04 という係数が示され

ている。これらの係数による温度補正の違いは図 6.3.4.36 に示すとおりで、θ=1.09 の場合

は水温が高くなると、急激に係数が大きくなる。 

本研究では上記のθを参考にして、窒素の溶出や DO の消費についても同様とし、全て

θ=1.05 とした。 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 5 10 15 20 25 30 35

水温(℃)

温
度

補
正

係
数

堀江(1987) (θ=1.09)

堀江(1987) (θ=1.04)

モデルの採用値 (θ=1.05)

 

図 6.3.4.36 溶出速度、DO 消費速度の温度補正係数 
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6.4 平均流況時の物質収支の検討 

6.4.1 流動計算の再現性の検証 

平成 15 年の夏を対象にパラメータの設定および再現性の検証を行い、昭和 50 年、昭和 30

年の計算は平成 15 年のパラメータを用いた。 

図 6.4.1.1 に流動計算結果から得られた平成 15 年夏季の平均流を示す。平均流は、第 1 層

および第 2 層で流出し、第 3 層で流入している傾向が見られた。この傾向は、昭和 50 年と昭

和 30 年も同様である。 

 

 

 

図 6.4.1.1(1) 流動計算結果（平均流・第 1層、平成 15 年夏季） 
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図 6.4.1.1 (2) 流動計算結果（平均流・第 2層、平成 15 年夏季） 

 

 

図 6.4.1.1 (3) 流動計算結果（平均流・第 3層、平成 15 年夏季） 
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図 6.4.1.2に示す10地点における観測結果と計算結果との潮流楕円の比較を図 6.4.1.3に示

す。計算結果の潮流楕円は、楕円の長軸長さや長軸の方向など概ね観測結果と同様の傾向を

示しており、流動計算は、平成 15 年度夏季の平均的な状況を再現しているものと考えられる。 

 

 

出典)運輸省第五港湾建設局設計室(1979)：伊勢湾水理模型実験場報告 
No.15 Mar.1979 三河湾流況調査 

図 6.4.1.2 潮流楕円比較点 
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注）図中の地点名の後の（ ）について、U は上層を、M は中層を、B は下層をそれぞれ表す。 

図 6.4.1.3 潮流楕円比較結果（平成 15 年夏季） 
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6.4.2 水質計算の再現性の検証 

平成 15 年の夏を対象にパラメータの設定および再現性の検証を行い、昭和 50 年、昭和 30

年の計算は平成 15 年のパラメータを用いて計算を実施した。 

再現性は公共用水域水質測定結果を用いての検証することとし、図 6.4.2.1 に示す公共用水

域の水質調査地点における観測結果と計算結果を比較した。比較結果を図 6.4.2.2 に示す。 

図 6.4.2.3 に水質計算結果から得られた昭和 30 年度、昭和 50 年度、平成 15 年夏季の COD、

T-N、T-P、DO、クロロフィル a の濃度分布を示す。 

 

 
出典：愛知県公共用水域水質測定結果 

図 6.4.2.1 水質比較地点 
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図 6.4.2,2(1) 水質濃度比較結果（平成 15 年夏季、T-N および T-P） 
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図 6.4.2.2 (2) 水質濃度比較結果（平成 15 年夏季、COD および DO） 
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図 6.4.2.2(3) 水質濃度比較結果（平成 15 年夏季、クロロフィル a） 
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昭和 30 年度 湾内平均水質濃度：0.44mg/L 昭和 50 年度 湾内平均水質濃度：0.58mg/L 平成 15 年度 湾内平均水質濃度：0.57mg/L 

 

図 6.4.2.3(1) Ｔ－Ｎの濃度分布（夏季 平均流況時、日平均濃度、第１層） 

昭和 30 年度 湾内平均水質濃度：0.059mg/L 昭和 50 年度 湾内平均水質濃度：0.075mg/L 平成 15 年度 湾内平均水質濃度：0.071mg/L 

 

図 6.4.2.3 (2) Ｔ－Ｐの濃度分布（夏季 平均流況時、日平均濃度、第１層） 

注 「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12 を除く公共用水域水質測定地点の計算値（表層）の平均。 
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昭和 30 年度 湾内平均水質濃度：2.7mg/L 昭和 50 年度 湾内平均水質濃度：3.5mg/L 平成 15 年度 湾内平均水質濃度：3.3mg/L 

 

図 6.4.2.3 (3) ＣＯＤの濃度分布（夏季 平均流況時、日平均濃度、第１層） 

昭和 30 年度 湾内平均水質濃度：8.7mg/L 昭和 50 年度 湾内平均水質濃度：9.0mg/L 平成 15 年度 湾内平均水質濃度：8.6mg/L 

 

図 6.4.2.3 (4) ＤＯの濃度分布（夏季 平均流況時、日平均濃度、第１層） 

注 「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12 を除く公共用水域水質測定地点の計算値（表層）の平均。 
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昭和 30 年度 湾内平均水質濃度：28.8μg/L 昭和 50 年度 湾内平均水質濃度：39.0μg/L 平成 15 年度 湾内平均水質濃度：36.2μg/L 

 

図 6.4.2.3(5) クロロフィルａの濃度分布（夏季 平均流況時、日平均濃度、第１層） 

注 「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12 を除く公共用水域水質測定地点の計算値（表層）の平均。 
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6.4.3 物質収支の検討 

三河湾の湾口から内湾域を対象として（図 6.4.3.1）、物質収支のフラックス量を年代別に比

較し、図 6.4.3.2 に示す。ここで、平均流況時の物質収支は 720 時間計算時の最終 24 時間の平

均である。結果の概略は次のとおりである。 

 

 流入負荷に対し、いずれの年代、いずれの物質とも、プランクトンへの取込量が多く、

それに伴うバクテリアによる分解、底泥への沈降といった循環量も大きい。 

 海域の水質への寄与は、流域からの流入負荷より湾内の底泥からの溶出、プランクト

ンへの取込、バクテリアによる分解、底泥への沈降といった循環の寄与が大きい。 

 全域の収支で有機態の浄化量が、非常に大きくなっている。この大部分は底泥への沈

降によるものである。 

 干潟、藻場等での浄化のうち、無機態は藻場の海草藻類と干潟の付着藻類が、有機態

は干潟の二枚貝が担っている。 

 海草・海藻類による無機態の取込量は昭和 30 年代が最も多く、二枚貝への有機態（植

物プランクトンや懸濁態有機物）の取込量は昭和 50 年代が最も多く、現況が最も少な

い。この傾向は、埋め立てに伴う干潟域の減少や二枚貝の現存量の経年変化で説明で

きる。 

 プランクトンへの取込、底泥への沈降といった循環量は昭和 50 年代が最も少なく、現

況が最も多い。一旦、二枚貝等が増加した後、干潟・藻場等での浄化が失われ、赤潮

の発生が増加し、底泥に有機物が堆積して底層の貧酸素化が進行したとされる傾向と

一致している。 

 初期値・境界値は、年代別の値が得られなかったため各年代とも現況値を設定してい

るが、他の物質循環過程に比べてフラックスが小さいことから物質収支に及ぼす影響

は大きくないものと考えられる。 
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湾口から内湾域全体 

 
注）図中の地点は、物質収支の検討において湾内平均濃度の算出に用いた公共用水域水質測定点 

図 6.4.3.1 物質収支の算定範囲 
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昭和30年代
流域からの流入量
無機態 9.9 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 1.4 無機態 2.5
計 11.4 有機態 -98.9

計 -96.4

プランクトンへの取込
無機態 110.7 (1115%)

0.62 有機態 -41.4 -(2901%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 69.3 (610%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 0.6 (6%) 無機態 -51.0 -(513%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 4.4 (311%) 有機態 51.0 (3573%) 計 -0.0 (0%)
計 5.1 (45%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 52.9 (533%) 有機態 86.3 (6043%)

昭和50年代
流域からの流入量
無機態 24.6 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 3.7 無機態 3.3
計 28.3 有機態 -83.7

計 -80.3

プランクトンへの取込
無機態 103.5 (421%)

5.02 有機態 -38.4 -(1027%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 65.0 (230%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 0.4 (2%) 無機態 -47.0 -(191%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 4.9 (131%) 有機態 47.0 (1255%) 計 -0.0 (0%)
計 5.3 (19%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 35.6 (145%) 有機態 73.9 (1975%)

現況
流域からの流入量
無機態 19.7 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 2.7 無機態 -3.8
計 22.5 有機態 -107.6

計 -111.4

プランクトンへの取込
無機態 125.7 (637%)

1.04 有機態 -49.7 -(1810%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 76.1 (338%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 0.0 (0%) 無機態 -63.0 -(319%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 3.1 (113%) 有機態 63.0 (2296%) 計 -0.0 (0%)
計 3.1 (14%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 39.2 (199%) 有機態 93.9 (3422%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。
　　4.「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12を除く公共用水域水質測定地点の表層の平均。
　　5.「湾内平均濃度」の昭和50年代の実測結果は、昭和55年の値。

計算結果 実測結果
0.44 －

計算結果 実測結果*
0.58 0.49

計算結果 実測結果
0.57 0.26

 

図 6.4.3.2(1) 窒素の物質収支（夏季 平均流況時、単位：ton/day） 
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昭和30年代
流域からの流入量
無機態 0.53 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 0.31 無機態 -0.23
計 0.84 有機態 -5.46

計 -5.69

プランクトンへの取込
無機態 15.04 (2829%)

0.022 有機態 -5.61 -(1823%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 9.42 (1122%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 0.02 (4%) 無機態 -6.80 -(1279%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.51 (164%) 有機態 6.80 (2209%) 計 -0.00 (0%)
計 0.53 (63%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 7.50 (1411%) 有機態 4.08 (1325%)

計 4.08 (486%)

昭和50年代
流域からの流入量
無機態 3.08 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 1.59 無機態 0.16
計 4.68 有機態 -3.69

計 -3.53

プランクトンへの取込
無機態 14.35 (465%)

0.473 有機態 -5.27 -(331%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 9.07 (194%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 0.01 (0%) 無機態 -6.20 -(201%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.61 (38%) 有機態 6.20 (389%) 計 -0.00 (0%)
計 0.63 (13%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 5.24 (170%) 有機態 3.75 (235%)

計 3.75 (80%)

現況
流域からの流入量
無機態 2.45 湾内平均濃度（mg/L） 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)

有機態 1.28 無機態 -1.26
計 3.73 有機態 -5.70

計 -6.97

プランクトンへの取込
無機態 17.44 (711%)

0.136 有機態 -6.74 -(527%)
矢作川流入水質（mg/L） 計 10.70 (287%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 0.00 (0%) 無機態 -8.40 -(342%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.36 (28%) 有機態 8.40 (657%) 計 -0.00 (0%)
計 0.36 (10%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 5.32 (217%) 有機態 4.96 (388%)

計 4.96 (133%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。
　　4.「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12を除く公共用水域水質測定地点の表層の平均。
　　5.「湾内平均濃度」の昭和50年代の実測結果は、昭和55年の値。

計算結果 実測結果
0.071 0.042

計算結果 実測結果*
0.075 0.074

計算結果 実測結果
0.059 －

 

図 6.4.3.2 (2) リンの物質収支（夏季 平均流況時、単位：ton/day） 
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昭和30年代
湾内平均濃度（mg/L）

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
76 -207

プランクトンへの取込
-322 -(426%)

3.4
矢作川流入水質（mg/L）

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

33 (43%) 410 (542%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
71 (94%) 233 (308%)

昭和50年代
湾内平均濃度（mg/L）

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
118 -136

プランクトンへの取込
-302 -(256%)

29.3
矢作川流入水質（mg/L）

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

43 (36%) 379 (321%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
80 (68%) 215 (182%)

現況
湾内平均濃度（mg/L）

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
51 -233

プランクトンへの取込
-384 -(751%)

4.0
矢作川流入水質（mg/L）

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

19 (38%) 490 (959%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
95 (186%) 254 (498%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。
　　4.「湾内平均濃度」は、K-1～3,A-1～4,A-12を除く公共用水域水質測定地点の表層の平均。
　　5.「湾内平均濃度」の昭和50年代の実測結果は、昭和55年の値。

計算結果 実測結果
3.3 3.8

計算結果 実測結果*
3.5 3.6

計算結果 実測結果
2.7 －

 

図 6.4.3.2 (3) ＣＯＤの物質収支（夏季 平均流況時、単位：ton/day） 
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図 6.4.3.3(1) 物質収支の年代別比較（窒素、夏季 平均流況時） 
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図 6.4.3.3 (2) 物質収支の年代別比較（リン、夏季 平均流況時） 

 



 

98 6- 

流入量 (ton/day)

0.0

50.0

100.0

150.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

干潟、藻場での浄化量 (ton/day)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

プランクトンへの取り込み量 (ton/day)

-500.0

-400.0

-300.0

-200.0

-100.0

0.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

バクテリアの分解量 (ton/day)

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

底泥からの溶出量 (ton/day)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

底泥への沈降量 (ton/day)

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

昭和30年代 昭和50年代 現況

COD

 

図 6.4.3.3 (3) 物質収支の年代別比較（COD、夏季 平均流況時） 
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6.4.4 海域におけるケイ酸の収支に関する考察 

今回実施した数値モデル計算の結果を用いて、昭和 30 年、50 年、平成 15 年を対象に、三河

湾におけるケイ酸の収支(流入量と植物プランクトンによる摂取量との比較)について検討した。 

 

●ケイ酸の流入負荷量 

ケイ酸の流入量は各年代の淡水流入量にケイ酸の河川水質濃度を掛け合わせて算出した。三河

湾に流入するケイ酸の負荷量を表 6.4.4.1 に示す。 

夏季に限ると、近年のケイ酸流入量は若干の減少傾向にある。 

表 6.4.4.1 ケイ酸(溶存態)の流入量 

 淡水流入量 河川 SiO2 濃度 SiO2 流入量 

年 106m3/日 mg/L kg/day 

S30 7.07 13.85 97,961 

S50 10.73 10.89 116,796 

H15 12.60 7.92 99,792 

注：・淡水流入量は夏季(7～9 月)における日平均値を用いた。なお、農業用水量も
考慮した値である。 

・河川 SiO2濃度は、昭和 30 年については小林純(1960)日本の河川の平均水質と
その特徴に関する研究.農学研究,第 48 巻,第 2 号,p63-106.を用い、平成 15 年
については「平成 16 年度河川を軸とした底質移動による良好な生態系の保全
施策に関する検討調査」における現地調査結果における河川の溶存態ケイ素
の平均値を用いた。なお、昭和 50 年については両者の平均値を用いた。 

●植物プランクトンによるケイ酸の摂取量 

植物プランクトンによるケイ素の摂取量は、数値モデル計算で算定した無機態窒素及び無機態

リンの植物プランクトン摂取量(夏季)に、ケイ素まで拡張したレッドフィールド比(C:N:P:Si＝

106:16:1:16)をあてはめることにより算出した。 

その結果を表 6.4.4.2 に示す。 

表  6.4.4.2 植物プランクトンによるケイ素の摂取量 

 

 

 

年 

I-N の植物プランクトン取り

込み量(数値モデルによる

算定値) 

I-P の植物プランクトン取り

込み量(数値モデルによる

算定値) 

Si の植物プランクトン取り込

み量(レッドフィールド比を

あてはめて算出) 

g/day M/day g/day M/day M/day g/day 

S30 45,700,000 3,264,286 6,310,000 203,548 3,264,286 91,400,000

S50 50,700,000 3,621,429 7,060,000 227,742 3,621,429 101,400,000

H15 50,600,000 3,614,286 7,050,000 227,419 3,614,286 101,200,000

注：N の原子量を 14、P の原子量を 31、Si の原子量を 28 として算出した。 
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●ケイ酸の流入量と植物プランクトンによる摂取量との比較について 

ケイ酸の流入量と植物プランクトンによる摂取量との比較を表 6.4.4.3 に示す。 

過去の三河湾においては、流入量に比べてプランクトン取り込み量が多く、取り込み量に対す

る流入量の割合は、昭和 30 年で 50％、昭和 50 年で 54％、平成 15 年で 46％であった。 

以上より、三河湾では夏季にケイ酸が枯渇する可能性が示唆され、また、植物プランクトンは

河川から流入するケイ酸のみならず、枯死した珪藻からの溶出分についても必須なものとして再

利用されている可能性が考えられた。 

 

表 6.4.4.3 ケイ素流入量と植物プランクトンによる摂取量との比較 

SiO2 流入量 
Si の植物プランクト

ン取り込み量 

SiO2 換算 
流入量/取り込み量

年 kg/day kg/day kg/day ％ 

S30 97,961 91,400 195,857 50  

S50 116,796 101,400 217,285 54  

H15 99,792 101,200 216,857 46  

注：O の原子量を 16 として算出した。 
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6.5 出水時の物質収支の検討 

6.5.1 出水時の流動計算結果 

図 6.5.1.1 に流動計算結果から得られた出水時の流量ピーク時（出水開始２４時間後）の流

速ベクトルを示す。なお、出水時の流量ピーク時は上げ潮時となっている。 

 

 

 

図 6.5.1.1(1) 流動計算結果（流量ピーク時・第 1層、平成 15 年夏季） 
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図 6.5.1.1(2) 流動計算結果（流量ピーク時・第 2層、平成 15 年夏季） 

 

 

図 6.5.1.1 (3) 流動計算結果（流量ピーク時・第 3層、平成 15 年夏季） 
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6.5.2 出水時の水質計算結果 

（１）出水時の水質濃度分布 

出水時の水質計算結果から得られた COD、T-N、T-P、DO、クロロフィル a の濃度分布を

示す。水質濃度分布は図 6.5.2.1 に示す期間（出水ピーク時を含む 24 時間）の平均値の水平

分布を作成し、その結果を図 6.5.2.2 に示す。 
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図 6.5.2.1 水質計算結果（T-N 濃度分布・第 1層、現況・出水時） 
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昭和 30 年度 昭和 50 年度 平成 15 年度 

 

図 6.5.2.2(1) Ｔ－Ｎの濃度分布（夏季 出水ピーク時を含む 1日の平均、第１層） 

 

昭和 30 年度 昭和 50 年度 平成 15 年度 

 

図 6.5.2.2(2) Ｔ－Ｐの濃度分布（夏季 出水ピーク時を含む 1日の平均、第１層） 
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昭和 30 年度 昭和 50 年度 平成 15 年度 

 

図 6.5.2.2(3) ＣＯＤの濃度分布（夏季 出水ピーク時を含む 1日の平均、第１層） 

 

昭和 30 年度 昭和 50 年度 平成 15 年度 

 

図 6.5.2.2(4) ＤＯの濃度分布（夏季 出水ピーク時を含む 1日の平均、第１層） 
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昭和 30 年度 昭和 50 年度 平成 15 年度 

 

図 6.5.2.2(5) クロロフィル aの濃度分布（夏季 出水ピーク時を含む 1日の平均、第１層） 
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（２）出水時の栄養塩類の移流・拡散状況、出水時における水質濃度変化の特徴 

図 6.5.2.3 に出水時のハイドログラフと公共用水域水質調査・K-4 地点（図 6.4.2.1）の

第 1層におけるクロロフィル aの経時変化を示す。K-4 地点は矢作川の河口からの出水の影

響を直接受ける地点として選定した。 

クロロフィル a濃度は出水に伴って一端低下した後、徐々に濃度が上昇し出水前の濃度を

上回っていた。I-N,I-P は出水に伴い海域に供給され、一時的に濃度が高くなっている。こ

れに伴い植物プランクトンの光合成が活発になり、植物プランクトンは増加し、栄養塩のう

ち無機態リンが光合成に使われている状況となっている。 
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図 6.5.2.3 出水時のハイドログラフと栄養塩とクロロフィル aの経時変化（K-4 地点、第１層） 
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(1) 移流・拡散状況 

出水時の移流・拡散状況を把握するため、出水開始から 1日ごとの第 1層の水質濃度分布

を T-N，T-P について図 6.5.2.4 に示す。 

平成 15 年度の矢作川河口の T-N をみると、出水 1日後では 0.6mg/L となっており、出水

前にくらべて出水に伴う負荷の供給によって濃度が上昇している。この傾向は出水2日後（出

水終了時）においては、さらに拡散範囲が河口から沖合いに広がっている。その後は、三河

湾内の T-N 濃度は全体的に出水前よりも高くなっている。この傾向は豊川河口でも同様で、

出水ピーク時には河口で 0.6～0.7mg/L の分布で、出水 2日後は 0.4mg/L の等値線が沖合い

に広がっている。 

平成 15 年度の矢作川河口の T-P をみると、出水 1日後で 0.1mg/L となっており、T-N 同様

に河口で濃度が高くなっている。T-P は T-N と傾向が異なり、出水後の湾全体での濃度の上

昇傾向はなく、出水前と比較的同じような分布傾向となっている。 

昭和 50 年度および昭和 30 年度の計算も、大局的な水質の分布傾向は平成 15 年度と同様

となっており、昭和 30 年度は平成 15 年度や昭和 50 年度よりも負荷量が小さいことから、

湾内の水質濃度は T-N や T-P はやや低い傾向となっている。 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.5.2.4(1) Ｔ－Ｎの移流・拡散状況（平成 15 年度、第１層） 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.4.2.4(2) Ｔ－Ｐの移流・拡散状況（平成 15 年度、第１層） 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.4.2.4(3) Ｔ－Ｎの移流・拡散状況（昭和 50 年度、第１層） 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.4.2.4 (4) Ｔ－Ｐの移流・拡散状況（昭和 50 年度、第１層） 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.5.2.4(5) Ｔ－Ｎの移流・拡散状況（昭和 30 年度、第１層） 
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出水前 出水 1 日後（出水ピーク） 出水 2 日後（出水終了） 出水 3 日後 

  
出水 4 日後 出水 5 日後 出水 6 日後 出水 7 日後 

  
出水 8 日後 出水 9 日後 出水 10 日後  

  

 

図 6.5.2.4 (6) Ｔ－Ｐの移流・拡散状況（昭和 30 年度、第１層） 
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6.5.3 出水時の物質収支の検討 

（１）物質収支の年代別の比較 

図 6.4.3.1 に示すように三河湾の湾口から内湾域を対象として、出水時の物質収支を年代

別に図 6.5.3.1 に示すとともに、物質収支のフラックス量を年代別に比較して図 6.5.3.2

に示す。結果の概略は次のとおりである。 

 

 年代別の比較結果の傾向は、平均流況時と同様である。 

 流入負荷に対し、いずれの年代、いずれの物質とも、プランクトンへの取込量が多く、

それに伴うバクテリアによる分解、底泥への沈降といった循環量も大きい。 

 出水時と平均流況時では、流入負荷量の違いに応じて物質循環量が若干変化している

が、海域の水質への寄与は、流域からの流入負荷より湾内の底泥からの溶出、プラン

クトンへの取込、バクテリアによる分解、底泥への沈降といった内部の循環の寄与が

大きいことから、流入負荷以外のフラックスに明確な違いは見られない。 

 陸域からの流入負荷について、有機態と無機態の比率を適切に設定する事が重要であ

る。 
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昭和30年代
流域からの流入量
無機態 36.5 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 4.6 無機態 -540.1

計 41.1 有機態 -96.6
計 -636.7

プランクトンへの取込
無機態 51.0 (140%)
有機態 -20.7 -(454%)
計 30.3 (74%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 626.0 (1715%) 無機態 -52.0 -(142%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 4.0 (87%) 有機態 52.0 (1142%) 計 -0.0 (0%)
計 630.0 (1535%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 48.4 (133%) 有機態 65.9 (1447%)

昭和50年代
流域からの流入量
無機態 42.5 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 5.3 無機態 -295.2

計 47.8 有機態 -84.4
計 -379.6

プランクトンへの取込
無機態 42.7 (100%)
有機態 -17.7 -(332%)
計 25.0 (52%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 377.5 (889%) 無機態 -47.0 -(111%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 4.5 (85%) 有機態 47.0 (881%) 計 -0.0 (0%)
計 382.0 (799%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 35.5 (84%) 有機態 55.9 (1049%)

現況
流域からの流入量
無機態 43.2 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 5.4 無機態 53.1

計 48.6 有機態 -112.5
計 -59.4

プランクトンへの取込
無機態 76.8 (178%)
有機態 -28.2 -(520%)
計 48.6 (100%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.0 (0%)
無機態 17.4 (40%) 無機態 -65.0 -(150%) 有機態 -0.0 (0%)
有機態 2.9 (54%) 有機態 65.0 (1200%) 計 -0.0 (0%)
計 20.3 (42%) 計 0.0 (0%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
無機態 39.1 (90%) 有機態 78.1 (1442%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。

 

図 6.5.3.1 (1) 窒素の物質収支（夏季 出水時、単位：ton/day） 
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昭和30年代
流域からの流入量
無機態 4.51 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 0.68 無機態 -11.40

計 5.19 有機態 -9.01
計 -20.40

プランクトンへの取込
無機態 7.11 (158%)
有機態 -2.82 -(413%)
計 4.29 (83%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 22.93 (508%) 無機態 -7.30 -(162%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.50 (73%) 有機態 7.30 (1070%) 計 -0.00 (0%)
計 23.43 (451%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 6.83 (151%) 有機態 4.71 (690%)

計 4.71 (91%)

昭和50年代
流域からの流入量
無機態 6.33 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 1.45 無機態 -1.19

計 7.78 有機態 -7.18
計 -8.38

プランクトンへの取込
無機態 5.88 (93%)
有機態 -2.47 -(170%)
計 3.42 (44%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 13.27 (210%) 無機態 -6.50 -(103%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.60 (41%) 有機態 6.50 (447%) 計 -0.00 (0%)
計 13.87 (178%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 5.13 (81%) 有機態 4.01 (276%)

計 4.01 (52%)

現況
流域からの流入量
無機態 6.00 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
有機態 1.30 無機態 9.31

計 7.31 有機態 -9.81
計 -0.50

プランクトンへの取込
無機態 10.45 (174%)
有機態 -3.86 -(297%)
計 6.59 (90%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 無機態 -0.00 (0%)
無機態 0.66 (11%) 無機態 -9.10 -(152%) 有機態 -0.00 (0%)
有機態 0.36 (28%) 有機態 9.10 (699%) 計 -0.00 (0%)
計 1.02 (14%) 計 0.00 (0%)

底泥への沈降
底泥からの溶出 無機態 0.00 (0%)
無機態 5.31 (88%) 有機態 5.51 (423%)

計 5.51 (75%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。

 

図 6.5.3.1 (2) リンの物質収支（夏季 出水時、単位：ton/day） 



 

118 6-

昭和30年代

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
380 -71

プランクトンへの取込
-164 -(43%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

30 (8%) 410 (108%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
67 (18%) 243 (64%)

昭和50年代

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
395 -171

プランクトンへの取込
-141 -(36%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

72 (18%) 440 (111%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
79 (20%) 273 (69%)

現況

流域からの流入量 全域の収支(-は浄化、+は負荷を表す)
380 -69

プランクトンへの取込
-225 -(59%)

外海への移流
干潟、藻場等での浄化 バクテリアの分解 -0 (0%)

19 (5%) 490 (129%)

底泥からの溶出 底泥への沈降
94 (25%) 260 (68%)

注：1.括弧内の数値は、「流域からの流入量」に対する割合
　　2.「底泥への沈降」、「外海への移流」には、プランクトンに含有されるものも含む。
　　3.「プランクトンへの取込、排出」には、呼吸・死滅にともなう自己回帰分が含まれる。

 

図 6.5.3.1(3) ＣＯＤの物質収支（夏季 出水時、単位：ton/day） 
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図 6.5.3.2 (1) 物質収支の年代別比較（窒素、夏季 出水時） 
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図 6.5.3.2 (2) 物質収支の年代別比較（リン、夏季 出水時） 
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図 6.5.3.2 (3) 物質収支の年代別比較（COD、夏季 出水時） 
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（２）平均流況時と出水時の物質収支の比較 

平均流況時と出水時の物質収支の比較を図 6.5.3.3 に示す。ここで、平均流況時の物質収

支は 360 時間計算時の最終 24 時間の平均であり、出水時の物質収支は出水を含む 10 日間の

平均である。結果の概略は次のとおりである。 

 

 平均流況時と出水時では、流入負荷量の違いに応じて物質循環過程が若干変化してい

るが、水質への寄与は流域からの負荷より内部循環量が大きいことから、負荷以外の

フラックスに明確な違いは見られない。 

 流域からの負荷について、有機態と無機態との比率について、適正な値を設定するこ

とが重要である。 
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図 6.5.3.3(1) 平均流況時と出水時との物質収支の比較（窒素） 
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図 6.5.3.3 (2) 平均流況時と出水時との物質収支の比較（リン） 
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図 6.5.3.3 (3) 平均流況時と出水時との物質収支の比較（COD） 
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6.5.4 出水時の物質収支計算に関する今後の課題 

（１）インパクト－レスポンスを解明する上での課題 

これまでの結果をふまえた以下の検討より、インパクト－レスポンスの関係解明のために

は、出水時における懸濁態栄養塩（懸濁態有機物、細粒土砂に付着した栄養塩（リン））のイ

ンパクト（河川流出、海域での動態）を把握することが重要であることが明らかとなった。 

・ 年間の栄養塩負荷（COD、T-P,T-N）を平常時と降雨時の区分で比較すると、降雨時の

方が多い結果となった。 

・ 降雨時の COD の増大は、懸濁態有機物由来と考えられる。また、河川水質における懸

濁態有機物と無機態有機物の割合は、下水処理場の整備により経年的に変化している

と考えられる。 

・ 海域生物に影響を与える海域での主なインパクトとして、貧酸素水塊の形成、干潟の

減少が抽出された。 

・ このうち、貧酸素水塊の形成については、現在、「貧酸素水塊の形成→溶出量の増加→

植物プランクトンの増殖→植物プランクトン（有機物）の底泥沈降→有機物の分解に

伴う酸素消費→貧酸素水塊の形成」という、悪循環が形成されていることが明らかと

なった。 

・ さらに、出水時に流出し沿岸域に堆積した懸濁態物質（細粒土砂に付着した栄養塩（主

としてリン）から溶出する栄養塩類が、植物プランクトンの増殖に寄与していること

が示唆された。 

（２）現行水質モデル用いて懸濁態栄養塩のインパクトを検討する上での課題 

今回の検討に使用した水質モデルは、有機物と無機物の分画は考慮されているが、懸濁態

と溶存態の分画はできない。また、細粒土砂の挙動を把握できるモデルとなっていない。 

すなわち、水質モデルの構造上の課題として以下の点が上げられる。 

① 有機物の懸濁態、溶存態の分画 

② 細粒土砂の挙動の考慮 

③ 細粒土砂に吸脱着する無機態リンの挙動の考慮 

なお、上記の水質項目の計算は、現在の水質計算（有機態・無機態の扱い）に付加して行

うことが望ましい。 
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懸濁態有機物(N,P) 溶存態有機物(N,P) 

溶存化 

海 底 

沈降 浄化 

無機化 

浄化 

SS 無機態リン 

無機態窒素 
栄

養

塩 吸着 沈降 

本モデル中の有機物の範囲 

課題の抽出から追加の必要性のある項目 
 

注）プランクトンや溶存酸素等とそのパスは省略して表示 

図 6.5.4.1 現行水質モデルにおける対する課題に挙げられる項目 
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（３）無機態リンの挙動 

上記の課題のうち、特に、重要と考えられる無機態リンの挙動についての現在の知見を以

下に整理する。また、無機態リンの挙動の模式図を図 6.5.4.2 に示す。 

・ 流域から供給される溶存態の窒素は速やかに海域へ流出するが、PO4-P は細粒土砂に吸

着しやすく、平水時は河道及び河口域に沈降することが一般に知られている。 

・ 細粒土砂に吸着・沈降し河床に堆積した無機態リンは、出水時に巻き上げられ、海域

へ流出して沿岸域に微細粒子に付着した状態で堆積する。 

・ また、溶存態として海域に流出した無機態リンが海水中の細粒土砂に吸着して沈降す

るプロセスもある。 

・ 海底に堆積した無機態リンは嫌気状態で海水中に溶出し、底層ＤＯ条件（貧酸素水塊

の形成状況）で溶出量は変化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.5.4.2 河川から供給される微細土砂と無機態リンの挙動の一般的な概念 
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海水 

貧酸素水塊 

河川水 

凡例 
：リン 
：土粒子 

リンの吸着

土砂の沈降 
巻き上げ

平水時は河口奥側に堆積    出水時は沖側に拡散、広域化 
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（４）懸濁態栄養塩を考慮した水質モデルの方向性 

懸濁態栄養塩の全挙動や先に述べた貧酸素水塊形成の全プロセスを水質モデルに取り込

み、実現象を表現することは、現在の技術レベルでは難しいと考えられ、懸濁態栄養塩を考

慮した水質モデルの方向性を以下に整理する。 

 

表 6.5.4.1 水質モデルに考慮する現象と方向性 

対象域 現 象 水質モデルの方向性 

汽水域 

より上流 

・ 流量の増加、負荷の流入 

・ 流域からの土砂の流入 

・ 計算の入力条件として与える 

・ 有機物の懸濁態・溶存態への分画 

汽水域 

・ 出水による微細粒子の巻き上げ 

 

・ 底質巻上げのモデル化（巻き上げ特

性・底質特性現地調査が必要） 

・ 人為的負荷の流入 ・ 負荷量や土砂供給量として計算の

入力条件として取り扱う内容 

海域 

・ 出水に伴う懸濁態有機物の増加 

・ 懸濁態有機物の変化に伴う湾内

の物質の沈降量や有機物の分解

による栄養塩への変化、生物生産

への変化などが変化していく 

・ 有機物の懸濁態・溶存態への分画 

・ 細粒土砂に吸着した無機態リン

の移流・拡散、沈降 

・ 海水中での無機態リンの細粒土

砂への吸脱着（好気的条件で吸

着、嫌気的条件で脱着） 

・ SS（シルト・粘土分）の考慮 

・ 無機態リンの SS への吸脱着の考慮 

・ 海底に堆積した土砂は、貧酸素水

の形成に伴い無機態リンを溶出 

・底質リンの含有量の変化の考慮 

・無機態リンの溶出の考慮 

・ 底質の悪化にともなって、貧酸素

水塊の形成→溶出量の増加→プ

ランクトンの増殖→底泥への沈

降→分解に伴う酸素消費→貧酸

素水塊の形成 

 

・ DO 消費や溶出量の変化は検討可能

と考えられるが、赤潮の増加や有機

物の沈降・堆積によって底質の質が

変化するプロセスまでは、困難と考

えられる。 

・ とくに赤潮の発生予測の技術は確

立されていないため、定性的な評価

に留まると考えられる。 

時間 

スケール 

出水によって、湾内に土砂とともに栄養塩が供給され、それらが海底に堆積し、

貧酸素水の形成、栄養塩の溶出という応答があり、これらを検討するタイムス

ケールは赤潮や貧酸素水の消長の時間スケールとして捉えることが必要であ

り、数ヶ月のオーダーと考えられる（出水時や平均流況時という区分ではなく、

時系列の検討） 

 

（５）懸濁態栄養塩を考慮した水質モデルによる検討内容 

水質モデルの特徴及び限界を考慮して、検討可能な内容は次のとおりである。なお、検討

は負荷条件等に不確定性が伴うことから感度分析で行うことが望ましい。 
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・下水道整備等に伴う懸濁態有機物と溶存態有機物の比率変化が海域水

質に及ぼす影響 

・細粒土砂に付着した栄養塩（リン）の流出が海域水質に及ぼす影響（主

として溶出による） 

・細粒土砂の制御を施策として行った場合の効果の評価 
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6.6 水質モデルの課題 

有識者へのヒアリングによる水質モデルに対する指摘事項及び指摘を踏まえた課題

を以下に整理した。 

 

指摘事項 

 昭和 30 年代、50 年代、それから現況の中で、負荷がどれくらい変わって内部の循

環の様子が、特に浅場・干潟というところを介してどれくらい違ってきていて、結

果として水質にどのような影響が出ているかという、この３つの時代の循環の様子

がかなり違っているというところが、うまく出てくればいいだろう。そのためには、

夏場の定常計算だけでも、それなりの比較はできるだろう。 

 流況及び物質収支が定常となっていること、及び湾内収支がとれていることを確認

する必要がある。 

 現況再現計算については、水質濃度の再現性の検証を精査する必要がある。特に、

貧酸素水塊の発生(DO 消費)につながる要素の再現性が重要である。 

 各年代の水質計算結果の相対的関係について、精査する必要がある。 

 淡水流入量に対する農業用水の取水の影響について、検討する必要がある。 

 湾口収支がゼロとなっていることに違和感がある。有機態が流出し、無機態が流入

するプロファイルになるのではないか。 

 最近、外海からの負荷の影響について言われているので、検討が必要である。 

 

課題 

水質計算モデルについて、以下の観点からさらなる検討が必要と考えられる。 

 適切な積分時間の設定（流況及び物質収支の定常性・湾内収支の確認） 

 現況再現計算の再現性の向上 

 境界条件の設定及び外海収支の適切性 

 農業用水の取排水系統の確認（定量的な評価含む） 
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6.7 渥美湾における物質循環状況 

 貧酸素水塊が大規模発生している渥美湾エリア（夏季）を検討対象とした計算結果を図

6.7.1 に示す。 

       ：物質循環量 (Ｎton/day)　

内部生産(O-N)流入負荷(T-Ｎ)

4.0ton/day

3.2ton/day
干潟・浅場

藻場

シンク（T-N）

ｱｻﾘ等浄化(O-N)

沈降(O-N)

新生堆積物

溶出(Ｉ-N)
2.1ton/day

8.2ton/day
16.8ton/day

フェーズ１（昭和30年代）：貧酸素水塊の発生はほとんどない

内部生産(O-N)流入負荷(T-Ｎ)

5.9ton/day

5.1ton/day
干潟・浅場

藻場

有機物の無機化ポンプ

ｱｻﾘ等浄化(O-N)

沈降(O-N)

新生堆積物

溶出(Ｉ-N)
2.1ton/day(6%)

12.2ton/day 32.4ton/day

感度分析（Ｓ３０年代の干潟・浅場、S50年代の負荷量・藻場）

内部生産(O-N)流入負荷(T-Ｎ)

10.8ton/day

3.7ton/day
干潟・浅場

藻場

有機物の無機化ポンプ
（若しくはシンク(T-Ｎ））

ｱｻﾘ等浄化(O-N)

沈降(O-N)

新生堆積物

溶出(Ｉ-N)
3.6ton/day

12.3ton/day 50.9ton/day

フェーズ3（昭和50年代）：貧酸素水塊が顕在化

内部生産(O-N)流入負荷(T-Ｎ)

10.0ton/day

1.5ton/day
干潟・浅場

藻場

有機物の無機化ポンプ

ｱｻﾘ等浄化(O-N)

沈降(O-N)

新生堆積物

溶出(Ｉ-N)
3.6ton/day

9.8ton/day 45.8ton/day

フェーズ4（現在）：貧酸素水塊が顕在化が継続

■流入負荷が少ないため、内部生産も低く、
水質は良好である。

■「内部生産が低いこと」、「干潟・浅場が広
くアサリ等二枚貝による有機態の除去量
が多いこと」から、沖合への有機態沈降量
が少ない。そのため、貧酸素水塊の発生
はほとんどない。

■藻場が無機態栄養塩の固定に大きな役割
を果たしており、浅海域（干潟・浅場・藻場）
は栄養塩が浄化（シンク）となって内部生
産を制限している。

■流入負荷が増えて、内部生産が高くなりつ
つある。

■内部生産が高くなっても、干潟・浅場が広
いため、アサリ等二枚貝による有機態の除
去量が多く、また、アサリ等二枚貝は内部
生産を制限していため、沖合への有機態
沈降量が比較的少なく、貧酸素水塊の発
生は少ないと推定される。

■境界条件は、S30年代としている。S50年
代の境界条件では、別途実施した感度分
析から内部生産量が約20％増加する。

■流入負荷が多く、内部生産が高い。
■「内部生産が高いこと」、「干潟・浅場が減

少して、アサリ等二枚貝による有機態の除
去量が減少したこと」から、沖合への有機
態沈降量が多くなり、貧酸素水塊が顕在化
した。

■藻場が減少して栄養塩の固定能力が低下
したため、浅海域は、有機物を無機物に変
換するポンプの役割のみを有している。

■流入負荷が若干減少したが、内部生産は
依然として高い。

■「内部生産が高いこと」、「干潟・浅場が少
なく、さらに、貧酸素水塊等の影響により
現存量も減少し、アサリ等二枚貝による有
機態の除去量が少ないこと」から、沖合へ
の有機態沈降量が多く、貧酸素水塊発生
の顕在化が継続している。

■藻場が少ないため栄養塩の固定能能力
が小さいため、浅海域は、有機物を無機物
に変換するポンプの役割のみを有している
。

藻場・付着藻類(Ｉ-N)
4.3ton/day

藻場・付着藻類(Ｉ-N)
0.4ton/day

藻場・付着藻類(Ｉ-N)
0.3ton/day

藻場・付着藻類(Ｉ-N)
0.5ton/day

アサリ300gWW/m2

アサリ96、300g
WW/m2の平均

アサリ96gWW/m2

アサリ300gWW/m2

5.7ｔon/day
(T-N)

渥美湾境界

渥美湾境界

渥美湾境界

渥美湾境界

9.8ｔon/day
(T-N)

5.9ｔon/day
(T-N)

4.5ｔon/day
(T-N)

 

図 6.7.1 水質計算による物質循環量と物質循環像（沿岸域の体質）【渥美湾：夏季】 
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 DO 消費増大の主な要因は、新生堆積物が分解される際の酸素消費であり、貧酸素水塊の

増加は、新生堆積物の増加に直接的に関係している。評価軸には新生堆積物の主要因である

O-N 沈降量及び内部生産量を用いた。本研究では平均海面下 5m 以浅の領域を浅場と定義し

ており、O-N 沈降量については、5m 以深であり、生物生態系が豊かな干潟・浅場域以外の

海域に沈降する「悪い沈降」を対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 6.7.2 物質循環の評価エリア（渥美湾） 

 

渥美湾

（物質循環の評価エリア）
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6.8 仮説の妥当性の検証 

● 各年代の水質計算結果から、各フェーズにおける物質循環量を評価した結果、各フェー

ズで物質循環像（沿岸域の体質）が変化したことがわかった。 

＊「フェーズ 2」は、干潟・浅場面積、特に浅場面積の不確実性が高いため計算を行っていない。 

● 感度分析の結果、流入負荷量が多くても干潟・浅場におけるアサリ等二枚貝の浄化能（懸

濁態有機物の取り込み及び無機化）が高ければ、貧酸素水塊が顕在化しない物質循環を

形成できる可能性があることがわかった（図 6.7.1 の「感度分析」と「フェーズ 3」の

比較。） 

● なお、感度分析結果は貧酸素水塊が顕在化していなかったフェーズ２（S40 年頃）の物

質循環に近いと考えられる。 

● 上記の検討結果より、フェーズ２からフェーズ３に移ることで、新生堆積物は顕著に増

加したであろうことが推定され、先の仮説を裏付ける結果が得られている。 

貧酸素水塊の発生要因 

 貧酸素水塊発生の主な要因は、先に述べたように沖合の底層に堆積する有機物（赤

潮由来の新生堆積物）が分解される際の酸素消費である。 

流入負荷の影響 

 流入負荷量が増大すれば、当然のことながら内部生産が増加して有機物沈降量が増

加する。 

干潟・浅場域の機能 

 アサリ等二枚貝が有機物を摂餌することにより、新生堆積物量を抑制する機能

がある。なお、干潟・浅場面積の減少や貧酸素水塊の影響による現存量の低下とと

もにその機能が低下している。 

 アサリ等二枚貝が有機物（植物プランクトン）を摂餌することにより、植物プ

ランクトン量が減少し、内部生産を制限する効果がある。 

＊内部生産量は植物プランクトンの現存量に依存し、現存量が減少すれば内部生産

量も減少する。 

 アサリ等二枚貝は、体内に取り込んだ有機物の一部を尿として排出しており、

有機物から無機物に変換するポンプの機能も果たしている。なお、二枚貝が漁獲（系

外除去）されれば、その分だけ浄化されることになる。 

 夏季には、海藻・海草（藻場）や付着藻類は、無機態栄養塩を吸収（固定）し

ている。 
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沈
降

O-N(有機物）

浄
化

Ｉ－Ｎ（無機物）

浄
化

海藻・海草
・付着藻類

尿

糞・擬糞

溶
出

水泥境界バランス
（シンク→、ソース→）

干潟・浅場

 

図 6.8.1 本研究で考慮した干潟・浅場域での物質循環 

● 現状の三河湾は、貧酸素水塊の顕在化によって二枚貝類の減少、干潟・浅場・藻場の浄

化機能の低下、赤潮の発生、そして貧酸素化の助長といった負のスパイラルに陥ってい

る。 

● この環境を再生するには、従来の水質濃度管理（公共用水域類型指定）に加え、貧酸素

水塊の発生を抑制するため、各種施策により正のスパイラルへ転換させていくことが重

要である。 

＊正のスパイラル：適正な物質循環による本来の水質浄化機能や生物生産の回復・維

持をいう 

 

 

 

干潟・浅場域における 

・「有機物の沈降（シンク）」 

・「アサリによる有機物の吸収（シンク）」 

・「アサリの尿（無機物）による負荷（ソース）」

・「底泥からの無機態の溶出（ソース）」 

・「海藻・海草・付着藻類による無機物の吸収（シ

ンク）」の現象を本研究で考慮した。 

アサリ等の現存量のバランスによりシンクかソース

になるか、もしくは、有機物を無機物に変換するポン

プとしてだけの機能を果たすかが、決まってくる。 

図 6.8.2 負のスパイラルから正のスパイラルへの転換

栄養塩溶出

貧酸素水塊
の発生

新生堆積物
の増加

DO消費量増

赤潮頻発

二枚貝
減少

浄化機能
低下

流入負荷量増大

干潟・浅場・藻場減少

栄養塩溶出
減少

貧酸素化
の低減

新生堆積物
の減少

DO消費量減

赤潮減少

二枚貝
増加

浄化機能
改善

流入負荷量削減

干潟・浅場造成

過去にといて生じた人為的要因に対して改

善施策を行うことで、負のスパイラルから

負のスパイラルへの転換を図る。 
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